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トランプ政策による予期せざるドル高円安

　トランプ氏が「米国第一主義」を最大の公約に掲げて、大統領選挙に勝利し、米国の新しい

大統領として選ばれた。そのトランプ大統領は、選挙に勝った直後より様々な発言を行い、さ

らには大統領就任直後より続けざまに大統領令を署名・発令し、米国国内のみならず、世界各

国を騒がせている。その代表は、シリア難民の受入れの停止及び７カ国（イラク、イラン、リ

ビア、ソマリア、イエメン、スーダン、シリア）からの90日間の米国への入国制限という大

統領令である。入国制限に関連した大統領令には、選挙前よりトランプ大統領がメキシコとの

国境に壁を作り、その費用をメキシコ政府に支払わせると明確に表明していたが、メキシコと

の国境沿いに「物理的な壁を直ちに建設する」と明記した大統領令が発令された。

　トランプ大統領の保護主義は、ヒトの移動だけには限らず、モノの移動、すなわち貿易をも

制限をかけようとしている。先ず、日本も関係した環太平洋経済連携協定（TPP）から「永

久に離脱する」という大統領令を署名し、発令した。これによって、長きにわたって交渉して

きたTPPそれ自体が発効しないことになった。同時に、トランプ大統領は、米国とカナダと

メキシコが加盟する北米自由貿易協定（NAFTA）について再交渉を開始することを表明し

た。とりわけ、メキシコに対しては、ヒトの移動だけではなく、モノの移動に対して決定的に

制限をかけようとしていて、米国のみならず日本からのメキシコへの直接投資に対しても、米

国および日本の自動車会社を具体的に名指しして制限をかけている。メキシコへの直接投資、

すなわちカネの移動にも制限をかけようとしている。

　一方で、トランプ大統領は、対日貿易収支について赤字であることを中国と並んで名指しで

指摘をしている。米国の対日貿易収支赤字、言い換えれば米国の対日輸出が相対的に小さい理

由として日本の非関税障壁を挙げている。同時に、中国とドイツと並んで、日本が外国為替市

場で通貨安誘導を行ってきていると、通貨安誘導を批判している。とりわけ、円ドル為替相場

について言えば、米国連邦準備制度がゼロ金利政策と量的緩和金融政策を採用してきたなか

で、日本銀行も同様の金融政策を採用してきたことは、必ずしも日本の通貨当局が意図して円

安に誘導する政策を採用していたとは断言することは難しい。実際に最近においては、平成

信金中金月報掲載論文編集委員長

小川　英治
（一橋大学大学院 商学研究科教授）
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23年11月4日以降、5年半にわたって外国為替市場でドル買円売り介入が行われてこなかった。

少なくともアベノミクスが始まった平成24年末以降は、外国為替市場において介入が行われ

ていない。

　これらの一連のトランプ大統領の発言や大統領令を整理すると、以下のとおりである。「米国

第一主義」、すなわち米国国内での生産を増やし、それに伴って国内（移民等を除く）の高い賃

金率を支払わなければならない労働者の雇用を創出することを主要な目標として、米国へのヒ

トの流入を止め、米国からの直接投資、カネの移動を抑制し、米国へのモノの輸入を減らし、

米国からのモノの輸出を増やすことを狙っている。そのための手段として、貿易収支不均衡の

是正や為替相場誘導政策を批判している。米国への輸入に対して輸入関税を課し、米国からの

輸出に対する貿易相手国内における非関税障壁を撤廃させるとともに、ドル安円高に誘導させ

ようとしている。米国の高コストの製品を高い価格で買えと言っているようなものである。

　トランプ大統領が実際にこのような政策を採用することによって、ミクロ経済学的には、米

国国内で生産をしている企業は生産量を増やすことができて、米国国内の高い賃金率を支払わ

なければならない労働者の雇用が創出されるかもしれない。しかし、マクロ経済学的には、そ

の副産物として以下のことが発生する可能性がある。米国国内で生産された製品が日本に輸出

される量が増えれば、そして、同時に、日本国内で生産された製品が米国へ輸入される量が減

れば、日米の間の貿易不均衡が縮小し、米国の対日貿易収支が改善するであろうし、黒字化す

るかもしれない。一方で、米国の対日貿易収支の改善は、外国為替市場の実物的側面から円ド

ル為替相場に対してドル高円安の圧力をもたらすこととなる。

　このドル高円安の圧力はマクロ経済全般にもたらされることから、トランプ大統領が手段と

してドル安円高に誘導させようとする政策と相矛盾することになる。そして、その相矛盾は以

下のような形で発出することとなろう。トランプ大統領が日本への輸出攻勢の品目として選択

され、日本に非関税障壁をすでに撤廃させた米国製品に対してはそれ以上の市場開放の手段が

ないとすると、日本に対してそれらの米国製品を輸入することを無理強いするしかないであろ

う。さらに、トランプ大統領が日本への輸出攻勢の品目として選択しなかった他の米国製品

は、ドル高円安の為替相場の影響からそれらの相対価格が上昇し、益々それらの米国製品は日

本へ輸入されなくなる。一方、日本からの米国への輸入品に対してはドル高円安が進むにつれ

て輸入関税率を高めていかなければならなくなり、輸入関税率引上げとドル高円安の悪循環に

陥ることとなろう。
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調 査

第167回全国中小企業景気動向調査
（2017年1〜3月期実績・2017年4〜6月期見通し）

1〜3月期業況は前期見通しに比べ小幅な低下にとどまる
【特別調査−人手不足下における中小企業の人材活用策について】

信金中央金庫
地域・中小企業研究所

調査の概要
1．調査時点：2017年3月1日〜7日
2．調査方法：全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
3．標 本 数：15,787企業（有効回答数	14,305企業・回答率	90.6%）

※　有効回答数のうち従業員数20人未満の企業が占める割合は72.0%
4．分析方法：各質問項目について、「増加」（良い）−「減少」（悪い）	の構成比の差＝判断D.I.に基づく分析

（概　況）
1	．17年1〜3月期（今期）の業況判断D.I.は△8.5と、前期に比べ2.5ポイントの低下となった
が、前期見通しに比べ小幅な低下にとどまった。

　	　収益面では、前年同期比売上額判断D.Iが△6.1と前期比0.6ポイント改善、同収益判断
D.I.は△8.3と同0.1ポイント低下した。販売価格判断D.I.は同1.3ポイント低下し、プラス0.2
となった。人手過不足判断D.I.は△21.5と、同0.1ポイント低下し、わずかながら人手不足感
が強まった。業種別の業況判断D.I.は、不動産業を除く5業種で低下した。地域別では、11
地域中、首都圏、南九州を除く9地域で低下した。

2	．17年4〜6月期（来期）の予想業況判断D.I.は△6.3、今期実績比2.2ポイントの改善見通し
である。業種別には、建設業、不動産業を除く4業種で､ 地域別には11地域中、東海、九州
北部、南九州を除く8地域で改善する見通しにある。

業種別天気図
時　期

業種名
2016年

10〜12月
2017年
1〜3月

2017年
4〜6月

（見通し）

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業

サ ー ビ ス 業

建 設 業

不 動 産 業

地域別天気図（今期分）
地　域

業種名

北
海
道

東

北

関

東

首
都
圏

北

陸

東

海

近

畿

中

国

四

国

九
州
北
部

南
九
州

総 合

製 造 業

卸 売 業

小 売 業 →低調好調←

サ ー ビ ス 業

建 設 業

不 動 産 業
（この天気図は、過去1年間の景気指標を総合的に判断して作成したものです。）	

→低調好調←
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1．全業種総合

○前期見通しに比べ小幅な低下にとどまる

　17年1〜3月期（今期）の業況判断D.I.は△

8.5と、前期と比べ2.5ポイントの低下となっ

た（図表1）。今回の低下幅は、前回調査時

における今期見通し（4.7ポイントの低下見

通し）に比べ小幅にとどまった。

　収益面では、前年同期比売上額判断D.I.が

△6.1と前期比0.6ポイント改善、同収益判断

D.I.が△8.3と同0.1ポイントの低下となった。

なお、前期比売上額判断D.I.は△10.1、同収

益判断D.I.は△11.1と、それぞれ前期比13.0

ポイント、同10.0ポイントの大幅な低下と

なった。

　販売価格判断D.I.はプラス0.2と、前期比

1.3ポイント低下したもののプラス水準を維

持した（図表2）。また、仕入価格判断D.I.は、

プラス15.8、同0.1ポイントとわずかながら

上昇した。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.が△21.5

（マイナスは人手「不足」超、前期は△21.4）

と、前期比0.1ポイントとわずかながら低下

し、前期に引き続き、人手不足感が強まり、

1992年7−9月期（△21.5）以来の水準となっ

た（図表3）。

　資金繰り判断D.I.は△8.8と、前期比1.1ポ

イントの低下となった。

　設備投資実施企業割合は前期比0.1ポイン

ト減少の21.2%となった。

　業種別の業況判断D.I.は、不動産業を除く

5業種で低下した。とりわけ、卸売業、サー

ビス業の2業種では、前期比5ポイントを超

える低下幅となっている。

　地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、首

都圏、南九州を除く9地域で低下となった。

なかでも、北海道と東北は、前期比10ポイ

ントを超える大きな低下幅をみせた。

図表1　主要判断D.I.の推移

図表2　販売価格・仕入価格判断D.I.の推移

図表3	　設備投資実施企業割合、資金繰り	
判断D.I.等の推移



6	 信金中金月報　2017.5

○来期は改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△6.3と、今期実

績比2.2ポイントの改善見通しとなっている。

なお、今回の予想改善幅は、過去10年の平

均（1.1ポイントの改善見通し）より大きく

なっている。

　業種別の予想業況判断D.I.は、建設業と不

動産業を除く4業種で改善する見通しであ

る。なお、建設業と不動産業は今期に引き続

きプラス水準を維持する見通しとなった。地

域別では、全11地域中、東海、九州北部、

南九州を除く8地域で改善を見込んでいる。

2．製造業

○業況は4四半期ぶりの低下

　今期の業況判断D.I.は△6.2、前期比2.3ポ

イントの低下となった（図表4）。今回の低

下幅は、前回調査時における今期見通し

（5.1ポイントの低下見通し）に比べ若干なが

ら小幅にとどまった。なお、低下は4四半期

ぶりである。

　前年同期比売上額判断D.I.は△2.9、前期比

1.3ポイントの改善、同収益判断D.I.は△5.5、

同0.1ポイントの改善となった。なお、前期

比売上額判断D.I.は、前期比15.1ポイント低

下の△8.8、同収益判断D.I.は、同10.5ポイン

ト低下の△9.3と、ともに季節的な要因も

あって大幅な低下となった。

○人手不足感は3四半期続けて強まる

　設備投資実施企業割合は24.2%と、前期に

比べ0.2ポイントの小幅低下となった。

　人手過不足判断D.I.は△20.0（前期は△

19.6）と、3四半期続けて人手不足感が強

まった。

　残業時間判断D.I.は△1.1（前期はプラス1.5）

と2四半期ぶりにマイナス水準に転じ、残業

時間を「減少」と回答した企業が増加した。

　原材料（仕入）価格判断D.I.はプラス17.9

と、前期比3.4ポイント上昇し、価格を「上

昇」と回答した企業が一段と増加した。一

方、販売価格判断D.I.は△0.3と、前期比0.5

ポイント低下し、2四半期ぶりにマイナス水

準（「下降」という回答が「上昇」を上回

る）に転じた。

　なお、資金繰り判断D.I.は△8.0、前期比1.0

ポイント低下と4四半期ぶりの低下となった。

○全22業種中、改善は8業種にとどまる

　業種別業況判断D.I.は、製造業全22業種

中、改善8業種、低下14業種と、低下業種の

数が改善業種のそれを上回った（図表5）。

　素材型業種は､ 全7業種中、改善3業種、

低下4業種とまちまちだった。なお、化学は

10ポイント超の大幅な低下となった。

図表4　製造業　主要判断D.I.の推移
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　部品加工型業種は、全3業種中、金属プレ

スで改善したものの、それ以外の2業種は小

幅低下した。

　建設関連型業種は、4業種すべてで低下し

た。とりわけ、窯業･土石は10ポイント超の

大幅低下となった。

　機械器具型業種は、4業種すべてで改善

し、全4業種がプラス水準となった。とりわ

け、電気機械と輸送用機器は10ポイント超

の大幅改善となった。

　消費財型業種では、4業種すべてで低下し

た。とりわけ、食料品は10ポイント超の大

幅低下となった。	

○輸出主力型は2四半期続けて改善

　販売先形態別の業況判断D.I.は、大メー

カー型と中小メーカー型で小幅改善したもの

の、それ以外の3形態では低下した。

　輸出主力型の業況判断D.I.は前期比2.1ポイ

ント改善してプラス6.8と、プラス水準のな

かで2四半期続けて改善した。一方、内需主

力型は同3.3ポイント低下の△7.0となった。

　従業員規模別の業況判断D.I.は、階層ごと

にまちまちだった。具体的には、1〜19人と

50〜99人の階層で低下した一方で、20〜49

人と100人以上の階層では改善した。なお、

水準面では20人以上のいずれの階層でもプ

ラスが維持されている。

○関東､ 首都圏､ 東海､ 近畿では改善

　地域別の業況判断D.I.は、全11地域中、関

東、首都圏、東海、近畿で小幅改善したもの

の、それ以外の7地域では低下した。とりわ

け、北海道と東北では前期比10ポイント超

の大幅低下となった（図表6）。

図表5　業種別業況判断D.I.の推移
	 （D.I.）
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図表6　地域別業況判断D.I.の推移
	 （D.I.）
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　なお、業況判断D.I.の水準面では、全11地

域中、近畿と九州北部の2地域がプラスを維

持した。

○改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△3.7と、今期実

績比2.5ポイントの改善を見込んでいる。

　業種別には、全22業種中、14業種が改善

見通しにあるものの、機械器具型の全4業種

を含む7業種では低下見通しとなっている。

　地域別には、全11地域中、東海、四国、

九州北部で小幅低下が見込まれているもの

の、それ以外の8地域では改善の見通しと

なっている。

3．卸売業

○業況は2四半期ぶりの低下

　今期の業況判断D.I.は△18.1、前期比5.8ポ

イントの低下と、2四半期ぶりの低下となっ

た（図表7）。

　一方、前年同期比売上額判断D.I.は△10.1、

前期比横ばいだったものの、同収益判断

D.I.は△9.3、同0.4ポイントの改善となった。

○首都圏と九州北部は小幅改善

　業種別の業況判断D.I.は、全15業種中、化

学など5業種で改善したものの、それ以外の

10業種では低下した。とりわけ、農･畜･水

産物は前期比20ポイント超の大幅低下と

なった。一方、地域別には、全11地域中、

小幅改善した首都圏と九州北部を除く9地域

で低下した。

○総じて改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△10.6と、今期

実績比7.5ポイントの改善を見込んでいる。

業種別には、全15業種のうち、低下を見込

んでいるのは鉱物燃料など2業種にとどまっ

ている。また、地域別には、全11地域で改

善が見込まれている。

	4．小売業

○業況は小幅低下

　今期の業況判断D.I.は△24.5と前期比0.9ポ

イントの小幅低下となった（図表8）。

　なお、前年同期比売上額判断D.Iは△19.1、

前期比3.0ポイントの改善、同収益判断D.Iは

図表7　卸売業　主要判断D.I.の推移 図表8　小売業　主要判断D.I.の推移
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△20.8、同1.5ポイント改善した。

○全11地域中6地域で低下

　業種別の業況判断D.I.は、全13業種中、7

業種で低下となった。なかでも、家電では

10ポイント超の大幅低下となった。地域別

では、全11地域中、6地域で低下し、なかで

も北陸、中国で15ポイント超の大幅低下と

なった。

	

○総じて改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△21.5と、今期

実績比3.0ポイントの改善を見込んでいる。

　業種別には、全13業種中、8業種で改善の

見通しとなっている。また、地域別では、全

11地域中、北海道、東海、九州北部を除く8

地域で改善の見通しとなっている。

5．サービス業

○業況は低下

　今期の業況判断D.I.は△12.6と、前期比5.8

ポイントの低下となった（図表9）。

　なお、前年同期比売上額判断D.I.は△10.0、

前期比2.1ポイントの低下、同収益判断D.I.は

△11.3と、同1.9ポイント低下した。

○全8業種中7業種で低下

　業種別の業況判断D.I.は、全8業種中、自

動車整備を除く7業種で低下となった。なか

でも、旅館・ホテル、娯楽は15ポイント超

の大幅低下となった。

　地域別では、全11地域中、南九州を除く

10地域で低下した。

○総じて改善の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は△6.5と、今期実

績比6.1ポイントの改善を見込んでいる。業

種別では、全8業種中、物品賃貸業、旅館・

ホテルなど6業種で改善が見込まれている。

　地域別には全11地域中、9地域で改善が見

込まれている。

6．建設業

○業況はプラス水準の中で小幅低下

　今期の業況判断D.I.はプラス8.1と、前期比

1.4ポイントの小幅低下となった（図表10）。

図表9　サービス業　主要判断D.I.の推移 図表10　建設業　主要判断D.I.の推移
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　前年同期比売上額判断D.I.は前期比0.2ポイ

ント低下のプラス2.7となった。また、同収

益判断D.I.は同1.6ポイント低下の△3.5と

なった。

○全11地域中7地域で低下

　業況判断D.I.を請負先別でみると、堅調が

続く大企業（23.0→25.4）を除く3請負先で

低下となった。

　地域別では、全11地域中、7地域で低下と

なり、なかでも北陸は、10ポイント超の大

幅低下となった。

○総じて低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比6.2

ポイント低下のプラス1.9を見込む。

　請負先別では、個人を除く3請負先、地域

別では、北海道を除く10地域で低下の見通

しである。なかでも請負先別では官公庁で、

地域別では中国で、それぞれ20ポイント以

上の大幅低下を見込む。

7．不動産業

○業況は改善

　今期の業況判断D.I.は、前期比2.5ポイント

改善のプラス8.4となった（図表11）

　前年同期比売上額判断D.I.は前期比0.3ポ

イント低下のプラス5.9、同収益判断D.I.は同

0.4ポイント低下のプラス4.4となった。

○全11地域中5地域で改善

　業況判断D.I.を業種別でみると、全5業種

中、建売、仲介などの3業種で横ばいないし

改善となった。

　地域別では、全11地域中、5地域で改善し

た。なかでも、九州北部、南九州が10ポイ

ント超の大きな改善幅となった。

○総じて低下の見通し

　来期の予想業況判断D.I.は、今期実績比0.7

ポイント低下のプラス7.7を見込む。

　業種別では、全5業種中、建売を除く4業

種で低下を見込む。地域別では全11地域中、

6地域で低下の見通しである。

図表11　不動産業　主要判断D.I.の推移
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○小売・サービスで女性の活躍の場が広がる

　従業員（非正規含む、以下同様）に占める

女 性 の 割 合 に つ い て は、「10%未 満 」 が

33.6%、「10%以上30%未満」が28.3%と多数

を占めた。業種別では、小売業やサービス業

では相対的に女性の比率が高い企業が多くみ

られた一方で、建設業では「10%未満」が

56.9%と、業種間で差がみられた（図表12）。

　女性が最も活躍している職務分野について

は、「総務・経理・庶務」が52.0%と全体の

過 半 数 を 占 め、「営 業・ 販 売・ 接 客 」 が

24.7%、「製造・生産・現場作業」が16.5%と

特別調査
人手不足下における中小企業の人材活用策について

図表12　女性の割合と職務分野	 （単位：%）

女性の割合 最も活躍している職務分野

10％未満 10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

50％以上
70％未満 70％以上

営業・
販売・
接客

総務・
経理・
庶務

企画・
管理・

研究開発

製造・
生産・

現場作業
その他

全　　　　体 33.6 28.3 17.4 12.9 7.8 24.7 52.0 1.3 16.5 5.5

地
　
域

　
別

北 海 道 36.4 27.1 14.5 13.6 8.4 22.1 55.2 0.4 17.1 5.2
東 北 26.9 28.2 18.7 14.0 12.2 29.2 45.8 0.6 21.7 2.8
関 東 28.8 30.8 19.2 13.8 7.4 23.9 49.2 1.7 20.8 4.4
首 都 圏 40.9 26.5 15.6 11.4 5.7 26.0 52.1 1.3 11.9 8.7
北 陸 25.0 28.0 22.7 15.8 8.5 26.1 48.0 2.1 19.8 4.0
東 海 25.4 33.8 19.5 11.8 9.5 21.4 51.8 1.2 22.2 3.5
近 畿 32.8 30.7 17.9 11.5 7.1 21.2 56.7 2.0 16.2 4.1
中 国 29.4 29.3 17.3 16.4 7.6 25.1 52.9 1.0 17.4 3.5
四 国 34.4 22.1 19.1 15.5 8.9 27.9 47.0 1.2 17.7 6.2
九 州 北 部 31.2 26.5 16.3 15.0 10.9 28.9 53.9 0.3 14.5 2.3
南 九 州 35.4 21.5 17.1 16.9 9.1 29.2 47.1 1.0 16.3 6.3

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 37.5 14.9 17.3 18.3 11.9 35.3 40.7 0.7 12.0 11.3
5 〜 9 人 34.5 28.2 19.5 11.0 6.9 21.9 57.2 1.3 15.8 3.8
10 〜 19 人 34.7 34.3 15.2 9.9 5.8 18.2 61.4 1.3 16.9 2.1
20 〜 29 人 30.0 38.6 16.3 9.6 5.5 18.3 58.1 2.0 19.7 1.9
30 〜 39 人 32.1 36.9 16.4 10.3 4.4 17.0 59.8 1.1 19.0 3.1
40 〜 49 人 22.7 35.6 18.7 15.2 7.9 30.8 46.8 1.5 17.8 3.1
50 〜 99 人 27.5 46.3 17.6 6.1 2.4 13.8 57.8 2.5 24.5 1.5
100〜199人 24.7 48.7 19.8 4.9 1.9 5.7 52.9 3.1 36.8 1.5
200〜300人 26.3 43.9 17.5 7.9 4.4 13.2 43.0 2.6 41.2 0.0

業
　
種

　
別

製 造 業 34.6 32.5 17.0 10.1 5.9 8.1 49.5 1.7 35.8 4.9
卸 売 業 26.4 35.4 21.1 12.8 4.3 19.6 62.2 1.2 12.9 4.1
小 売 業 22.7 16.9 21.5 22.8 16.0 62.1 26.0 0.4 5.9 5.6
サービス業 27.4 22.2 17.8 17.9 14.6 40.8 38.5 1.7 11.3 7.8
建 設 業 56.9 33.8 6.7 2.3 0.4 7.1 84.4 1.1 2.8 4.6
不 動 産 業 30.3 22.0 24.5 16.1 7.2 30.0 60.4 1.1 0.7 7.9
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続いた。業種別では、小売業で「営業・販

売・接客」が過半数となる一方で、卸売業、

建設業、不動産業では「総務・経理・庶務」

が過半数となるなど、こちらも業種間で差が

みられた。

○高齢者は製造・生産・現場作業に多い

　高齢者（ここでは、60歳以上を想定）の

割 合 に つ い て は、「10%未 満 」 が44.3%、

「10%以上30%未満」が29.4%となり、業種間

でも大きな差はみられなかった（図表13）。

　高齢者が最も活躍している職務分野につい

ては、「製造・生産・現場作業」が43.7%と

最も多く、以下、「営業・販売・接客」が

27.7%、「総務・経理・庶務」が15.9%と続い

た。業種別では、製造業と建設業で「製造・

生産・現場作業」が過半数となり、小売業で

は「営業・販売・接客」が過半数を占めた。

図表13　高齢者の割合と職務分野	 （単位：%）

高齢者の割合 最も活躍している職務分野

10％未満 10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

50％以上
70％未満 70％以上

営業・
販売・
接客

総務・
経理・
庶務

企画・
管理・

研究開発

製造・
生産・

現場作業
その他

全　　　　体 44.3 29.4 12.7 8.0 5.6 27.7 15.9 3.3 43.7 9.4

地
　
域

　
別

北 海 道 40.0 33.1 14.7 8.5 3.7 24.1 13.2 3.1 50.5 9.2
東 北 42.8 29.6 15.2 7.3 5.0 30.2 9.8 2.6 50.8 6.6
関 東 44.3 34.0 9.9 7.5 4.4 25.7 14.7 2.6 48.9 8.1
首 都 圏 43.7 25.8 13.2 9.1 8.1 30.8 19.2 3.1 35.4 11.5
北 陸 44.3 28.2 15.1 6.8 5.5 25.8 14.5 4.0 48.6 7.1
東 海 41.3 34.9 13.2 6.2 4.4 24.7 13.1 3.2 51.8 7.2
近 畿 48.4 29.8 10.7 6.8 4.3 25.0 17.6 4.4 43.8 9.2
中 国 39.8 35.4 11.3 9.7 3.8 26.8 15.4 3.6 46.7 7.5
四 国 43.0 25.6 12.8 12.1 6.5 29.4 14.2 2.5 46.0 8.0
九 州 北 部 51.7 27.4 11.6 5.8 3.5 32.4 15.1 2.9 40.1 9.4
南 九 州 47.6 25.3 12.4 8.1 6.5 28.1 13.8 2.7 42.6 12.9

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 42.7 15.8 13.2 14.4 13.9 38.3 16.5 1.9 26.9 16.4
5 〜 9 人 42.8 29.6 16.2 8.1 3.3 26.1 18.3 3.0 42.9 9.7
10 〜 19 人 43.4 36.3 14.6 4.4 1.2 22.6 15.5 3.6 52.3 5.9
20 〜 29 人 44.1 39.9 11.8 3.6 0.7 23.2 12.5 3.9 55.7 4.7
30 〜 39 人 46.7 41.1 8.5 3.2 0.4 18.8 14.1 5.7 58.6 2.8
40 〜 49 人 47.8 41.6 7.3 2.6 0.6 28.1 16.3 4.5 46.5 4.6
50 〜 99 人 50.4 42.3 5.2 1.9 0.1 15.8 14.2 5.4 61.4 3.1
100〜199人 54.0 40.3 4.9 0.4 0.4 6.1 10.0 6.9 75.5 1.5
200〜300人 67.5 27.2 4.4 0.9 0.0 5.3 11.4 5.3 76.3 1.8

業
　
種

　
別

製 造 業 43.6 33.5 11.6 7.2 4.1 9.0 11.6 3.0 70.5 5.9
卸 売 業 44.8 29.5 12.8 8.0 4.8 39.1 20.8 3.5 28.1 8.5
小 売 業 42.4 22.1 13.3 10.9 11.3 58.1 14.7 1.7 14.7 10.8
サービス業 47.3 26.2 12.0 8.4 6.1 33.7 17.9 2.9 31.0 14.5
建 設 業 40.0 37.0 15.1 5.6 2.4 14.6 14.0 5.3 58.6 7.5
不 動 産 業 54.8 18.2 11.9 8.6 6.5 39.4 29.5 4.3 7.8 19.0
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○製造業で外国人の受入れが若干先行

　外国人の割合については、「10%未満」が

95.0%となり、大半の企業で外国人の活用は

あまり進んでいない状況となった。なお、す

べての業種で9割以上の企業が「10%未満」

と回答したが、製造業では、若干ながら相対

的に外国人の活用が進んでいる状況もみられ

た（図表14）。

　現状で外国人が最も活躍している職務分野

については、「製造・生産・現場作業」が

25.2%と最も多く、以下、「営業・販売・接

客」が9.7%と続いた。業種別では、製造業

では「製造・生産・現場作業」が多い一方

で、小売業やサービス業では「営業・販売・

接客」が多い傾向がみられた。

図表14　外国人の割合と職務分野	 （単位：%）

外国人の割合 最も活躍している職務分野

10％未満 10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

50％以上
70％未満 70％以上

営業・
販売・
接客

総務・
経理・
庶務

企画・
管理・

研究開発

製造・
生産・

現場作業
その他

全　　　　体 95.0 3.5 0.9 0.4 0.1 9.7 2.3 1.2 25.2 61.6

地
　
域

　
別

北 海 道 94.4 4.1 1.0 0.4 0.1 5.6 1.9 0.9 15.5 76.0
東 北 98.2 1.4 0.3 0.2 0.0 4.6 0.7 0.9 15.1 78.6
関 東 95.6 3.5 0.5 0.2 0.1 4.4 1.6 1.0 27.8 65.2
首 都 圏 95.0 3.3 1.2 0.4 0.1 13.1 3.2 1.2 22.7 59.7
北 陸 95.0 3.6 1.2 0.2 0.0 6.3 1.8 0.6 31.2 60.1
東 海 89.9 7.6 1.6 0.7 0.2 7.1 1.1 0.9 40.6 50.3
近 畿 95.5 3.3 0.7 0.4 0.1 11.6 2.6 1.2 31.2 53.4
中 国 96.8 2.3 0.2 0.6 0.2 7.3 0.5 1.3 25.9 65.0
四 国 95.9 2.8 1.4 0.0 0.0 6.4 2.7 3.0 21.9 66.0
九 州 北 部 97.6 1.5 0.7 0.0 0.2 11.4 3.0 1.1 19.0 65.4
南 九 州 96.4 2.3 0.7 0.5 0.2 9.4 1.6 2.0 19.0 68.0

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 97.4 1.7 0.5 0.3 0.1 11.1 2.2 1.4 14.5 70.8
5 〜 9 人 96.5 2.3 0.8 0.3 0.2 7.5 2.3 1.1 20.0 69.1
10 〜 19 人 94.5 3.3 1.3 0.7 0.1 8.0 2.7 0.6 27.2 61.6
20 〜 29 人 91.4 6.3 2.0 0.2 0.2 8.9 1.2 1.1 29.3 59.4
30 〜 39 人 92.5 5.8 1.1 0.6 0.0 9.7 1.9 0.8 37.1 50.6
40 〜 49 人 94.4 5.0 0.4 0.1 0.1 17.4 2.5 1.6 33.5 44.9
50 〜 99 人 89.3 8.8 1.5 0.4 0.0 8.1 3.5 2.0 48.0 38.4
100〜199人 87.9 9.7 2.4 0.0 0.0 6.1 1.8 1.8 60.5 29.8
200〜300人 86.7 11.5 1.8 0.0 0.0 5.7 0.0 1.9 67.6 24.8

業
　
種

　
別

製 造 業 91.2 6.4 1.6 0.7 0.1 4.5 1.8 0.9 40.6 52.2
卸 売 業 96.0 2.7 0.7 0.4 0.2 10.5 3.1 1.2 19.8 65.3
小 売 業 97.2 1.7 0.8 0.1 0.2 17.7 1.8 1.6 10.7 68.1
サービス業 96.5 2.6 0.6 0.2 0.1 17.0 3.0 1.4 18.1 60.5
建 設 業 96.4 2.5 0.8 0.3 0.1 4.5 1.6 0.8 24.6 68.5
不 動 産 業 99.3 0.7 0.0 0.0 0.0 11.2 4.4 1.8 9.2 73.3
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○	規模が大きいほど女性･高齢者･外国人を増

やす方針

　女性、高齢者、外国人の活躍推進にかかる

今後の考え方については、「どちらともいえな

い」が女性（77.4%）、高齢者（79.1%）、外国

人（88.7%）とも最も高くなった（図表15）。

ただし、女性については「増やす方針」が

21.5%、「減らす方針」が1.1%となり、今後、

活躍の場が広がっていくことが期待できる。

また、高齢者では「増やす方針（13.9%）」

が「減らす方針（7.1%）」を上回ったが、外

国人では「増やす方針（6.1%）」と「減らす

方針（5.2%）」が拮抗した。

　従業員規模別にみると、規模が大きいほ

ど、女性、高齢者、外国人とも、今後は「増

やす方針」であるとの回答が多くみられた。

図表15　女性、高齢者、外国人の今後の活躍推進	 （単位：%）

女性 高齢者 外国人

増やす
方針

どちらとも
いえない

減らす
方針

増やす
方針

どちらとも
いえない

減らす
方針

増やす
方針

どちらとも
いえない

減らす
方針

全　　　　体 21.5 77.4 1.1 13.9 79.1 7.1 6.1 88.7 5.2

地
　
域

　
別

北 海 道 21.8 77.8 0.4 18.2 76.6 5.2 5.8 90.6 3.6
東 北 24.6 74.3 1.1 17.5 75.8 6.7 4.0 91.1 4.9
関 東 27.8 70.7 1.5 19.5 74.2 6.2 6.7 85.9 7.4
首 都 圏 14.7 84.2 1.1 8.1 85.9 6.0 4.6 90.5 4.8
北 陸 25.3 73.2 1.5 14.6 76.9 8.5 7.9 84.7 7.4
東 海 28.7 70.6 0.7 20.0 72.8 7.2 9.3 85.5 5.2
近 畿 25.4 73.5 1.2 15.0 75.5 9.5 7.7 87.2 5.1
中 国 23.1 75.6 1.3 14.4 77.4 8.2 7.1 85.3 7.5
四 国 22.3 76.3 1.4 13.3 80.1 6.6 3.1 89.6 7.2
九 州 北 部 16.7 81.3 2.0 10.7 81.4 8.0 4.0 92.4 3.6
南 九 州 18.6 80.4 1.0 13.5 80.0 6.5 5.8 89.6 4.6

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 11.3 86.9 1.9 6.4 87.2 6.4 2.2 91.5 6.4
5 〜 9 人 16.5 82.3 1.1 9.7 81.3 9.0 3.2 91.1 5.7
10 〜 19 人 22.1 77.1 0.7 14.1 77.9 7.9 6.4 88.9 4.7
20 〜 29 人 31.6 68.1 0.3 19.3 73.8 6.9 8.7 86.4 4.8
30 〜 39 人 31.4 68.1 0.5 23.8 69.8 6.4 9.7 85.3 5.0
40 〜 49 人 44.3 55.0 0.7 28.0 66.9 5.1 13.7 83.2 3.1
50 〜 99 人 34.9 64.7 0.4 25.3 69.3 5.4 13.1 83.9 3.0
100〜199人 44.1 55.1 0.8 32.0 63.5 4.6 20.5 75.2 4.3
200〜300人 47.4 52.6 0.0 35.4 62.6 2.0 19.0 78.0 3.0

業
　
種

　
別

製 造 業 23.5 75.6 0.9 15.5 77.9 6.6 8.4 86.8 4.8
卸 売 業 19.2 79.7 1.1 13.2 78.8 8.0 5.3 89.3 5.4
小 売 業 21.7 77.0 1.2 10.4 83.3 6.3 4.2 89.9 5.9
サービス業 28.0 70.9 1.0 15.5 78.0 6.5 7.1 88.2 4.7
建 設 業 14.9 83.9 1.2 16.6 75.1 8.3 5.1 90.3 4.6
不 動 産 業 18.3 80.0 1.7 7.1 85.4 7.5 1.5 90.8 7.8
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○環境整備や賃金引上げが上位

　「働き方改革実現会議」で検討されている

課題に関して、今後、注力しようとしている

取組みについては、「女性・若者が活躍しや

すい環境整備」が36.7%と最も高く、以下、

「賃金引上げと労働生産性向上」が34.0%、

「長時間労働是正」が25.4%、「高齢者の就業

促進」が19.3%と続いた（図表16）。

　また、従業員規模の小さい企業では「特に

ない」の割合が高まる一方で、規模が大きい

企業ほど「長時間労働是正」の割合が急激に

高まり、とりわけ100人以上の企業では過半

数が「長時間労働是正」を挙げるなど、長時

間労働が社会的に問題視されている現状を反

映した結果となった。

図表16　働き方改革への取組み	 （単位：%）

同一労働
同一賃金
など非正
規雇用処
遇改善

賃金引上
げと労働
生産性向
上

長時間労
働是正

柔軟な転
職支援、
格差是正
のための
人材育成

テレワー
ク、副業・
兼業など
柔軟な働
き方

女性・若
者が活躍
しやすい
環境整備

高齢者の
就業促進

病気治療、
子育て・
介護と仕
事の両立

外国人材
の受入れ 特にない

全　　　　体 10.8 34.0 25.4 7.6 3.1 36.7 19.3 10.1 5.5 25.4

地
　
域

　
別

北 海 道 10.0 38.9 26.0 7.2 3.2 38.1 23.7 8.9 6.6 22.8
東 北 10.1 39.8 27.0 7.5 3.3 43.7 25.3 14.4 3.6 20.0
関 東 9.1 34.9 28.7 7.6 2.6 40.3 23.5 10.4 5.9 24.8
首 都 圏 11.7 29.5 21.9 6.5 3.2 27.9 14.1 7.4 4.5 32.8
北 陸 10.3 30.9 26.0 7.3 4.0 41.4 20.8 9.9 6.6 20.4
東 海 7.6 36.2 29.0 7.0 2.6 43.7 23.8 11.1 7.7 21.1
近 畿 13.2 38.5 30.7 8.5 3.1 41.5 21.1 10.5 6.4 18.9
中 国 8.4 34.8 23.1 7.1 3.1 42.0 20.4 11.7 6.3 23.7
四 国 8.3 25.1 17.7 10.9 4.5 37.8 17.0 14.7 3.5 30.5
九 州 北 部 10.6 33.3 23.8 10.4 3.1 35.9 14.7 12.6 4.4 24.6
南 九 州 12.8 30.6 20.7 9.5 2.9 32.8 16.4 11.9 5.0 29.6

規
　
模

　
別

1 〜 4 人 9.4 20.4 15.8 5.3 4.2 25.3 14.4 8.3 2.3 43.6
5 〜 9 人 10.1 34.6 22.0 8.4 3.9 33.9 19.8 9.5 3.7 25.1
10 〜 19 人 11.3 39.4 25.5 10.1 2.3 41.2 20.5 10.5 7.5 17.7
20 〜 29 人 12.1 44.7 29.4 7.9 1.5 47.5 23.6 10.8 8.4 13.1
30 〜 39 人 11.4 45.2 36.1 8.6 2.0 49.1 23.0 11.5 6.9 10.4
40 〜 49 人 15.1 42.4 42.8 9.0 2.5 50.1 26.7 12.5 8.2 8.4
50 〜 99 人 12.9 49.0 45.0 8.0 1.3 49.4 21.2 14.1 12.6 7.4
100〜199人 12.2 54.0 51.7 6.5 2.3 48.7 25.1 12.9 13.7 4.6
200〜300人 9.6 44.7 59.6 7.0 0.9 55.3 19.3 16.7 14.0 3.5

業
　
種

　
別

製 造 業 10.8 38.6 26.8 7.4 2.6 36.4 21.6 8.8 7.9 21.8
卸 売 業 10.7 34.2 26.2 8.0 3.2 35.7 17.8 10.3 5.2 26.3
小 売 業 10.5 24.5 20.1 6.2 3.6 37.0 17.2 11.1 3.0 33.1
サービス業 12.9 30.5 26.7 7.5 3.6 41.3 16.7 11.1 5.3 25.0
建 設 業 9.8 41.2 28.9 8.2 1.9 33.0 22.9 9.6 5.9 21.1
不 動 産 業 10.4 25.8 20.4 9.9 6.1 38.7 13.1 12.2 1.0 32.5
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「調査員のコメント」から
　全国中小企業景気動向調査表には、「調査員のコメント」として自由記入欄を設けている。ここで
は、本調査の調査員である全国の信用金庫営業店職員から寄せられた声の一部を紹介する。

（1）今後を見据えた対応

・東南アジアにおけるスマホ部品の需要が旺盛であることから、成形機械を増設するとともにベトナム工
場を増築する予定である。	 （プラスチック成形　長野県）

・創業70周年を機会に、取引先のM&Aを進めたり販路拡大に努めるなど、“攻め”の経営をする。
	 　（工業用管財販売　愛知県）
・製品開発力が高く、特許取得に積極的に取り組んでいることから、新製品の認知度が高まっている。
	 　（洗濯機・ボイラー卸　大阪府）
・社員の平均年齢が高くなっていることから、今後を見据えて、若手社員の採用を積極的に図る方針である。

　	 （食肉卸　神奈川県）
・SNSやブログ等を活用して宣伝に努めているため、インターネットからの注文が増えている。地域に捉

われない販路拡大により、収益性が高まっている。	 　（酒類販売　宮崎県）
・SNSでの広報活動をさらに強化するため、ミラサポ等を通じて専門家の支援を検討している。

（衣料品販売　兵庫県）
・自動車部品販売に事業を多角化し、インターネット販売にも力を入れている。	 　（土木工事業　静岡県）
・ブログの活用やお客様紹介制度に積極的に取組み、地元への情報発信を積極化している。

（分譲住宅販売　愛知県）

（2）直面する困難、試練

・半導体製造装置の受注が増加傾向にあるなか、人材不足で生産能力に限界があり、多くの受注残を抱え
ている。	 　（半導体製造　長野県）

・海外製品との競合により先行きの業況も厳しく、不良在庫等の処分が必要である。（繊維品製造　愛知県）
・事業承継の方針が定まっておらず、今後数年かけて、現在の社長の人脈や経営ノウハウを後継者に引き

継いでいく必要がある。	 　（FA機器製造　静岡県）
・従業員2名が定年退職したことから、事業規模を縮小した。	 　（食料品製造　山形県）
・駅前に立地しているため、近隣に駐車場がなく、集客に苦慮している。さらに、大型量販店が進出して

きたため、売上も低迷している。	 　（日用雑貨販売　静岡県）
・従業員の間での給与・賞与に差がほとんどなく、働くモチベーションに課題がある。　（青果卸　岩手県）
・代表者の体調不良により、廃業する予定である。	 　（木材卸　大阪府）
・取引先の廃業により売上が減少傾向である。代表取締役１名で経営しており、今後は廃業を視野に入れ

ている。　	 （衣服卸　北海道）
・品揃えにおいて、近隣のニトリやイケアなど大手量販店の後塵を拝しており、厳しい業況が続いている。

　	 （家具販売　大阪府）
・今後の新規出店に備えて、確保が困難な薬剤師を過剰に雇用していることから、今後、退職者のパート

化を図るなど、人件費の抑制に努めたい。	 　（医薬品販売　北海道）
・近年のエコカー普及にともない、給油サイクルが長期化する等、売上が減少傾向にある。
	 　（石油販売　新潟県）
・商店街の衰退にともない、売上の減少傾向が続いている。	 　（スポーツ用品販売　福岡県）
・社長が本業より太陽光発電事業に注力していることから、本業収益の圧迫要因が懸念される。

（家電販売　岡山県）
・高齢従業員が多いため、業務のなかにアナログな作業が多く、非効率となっている。	（旅館業　山形県）
・診療報酬改定の影響で、業況不振である。	 　（病院　北海道）
・慢性的に人材不足であるうえ、増員確保のための資金力もない。	 　（有料老人ホーム　北海道）
・若手の男性従業員が少なく、今後、後継者問題に影響がある。	 　（土木建設　岩手県）
・昨年末から、大手のアパート賃料が値下げ傾向で、価格競争が激化している。	 　（不動産仲介　山形県）
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※	本稿の地域区分のうち、関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の6県。首都圏は埼玉、千葉、
東京、神奈川の1都3県。東海は岐阜、静岡、愛知、三重の4県。九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県。
南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の5県。

（3）特別調査のテーマ（人手不足下における中小企業の人材活用策について）

・人手不足については、就業規則の見直しで対応している。	 （プリント基板製造　愛知県）
・東南アジア出身者を中心とした外国人労働者を増やす方針である。	 （木材製造　岡山県）
・工場現場では、女性と高齢者の比率が高く、戦力となっている。今後は処遇面のさらなる改善を図りたい。

	 （食料品加工　北海道）
・ベトナムより研修生を受け入れ、教育訓練に力を入れている。	 （印刷　北海道）
・外国人採用を検討しているものの、リスクを考えて躊躇している。	 （建築材製造　北海道）
・中小企業にとって「働き方改革」の実践は難しい。	 （製麺業　鹿児島県）
・現在、女性、高齢者、外国人の従業員は採用しておらず、今後も採用予定はない。
	 （アルコール卸　北海道）
・来店客に対して女性目線での提案ができる高齢女性スタッフの活躍に期待している。
	 （衣料品・日用雑貨販売　静岡県）
・社員個人に働く意欲がある限り働いてもらえるよう、定年制を廃止した。	 （事務機器販売　岩手県）
・女性の活躍推進で、女性マネージャー（管理職）を増やしていく方針である。　
	 （ホテル・旅館業　兵庫県）
・最近、運送業界に対する労働基準監督署の指導が強まっているため、労働条件の改善に取り組んでいる。

	 （運送業　北海道）
・業種柄、事務経理は少人数で足りており、女性の活躍推進は難しい。	 （建設業　長野県）
・少数精鋭で事業運営しているため、外国人等の雇用は今後も考えていない。	 （不動産売買　大阪府）
・職業柄、性別や国籍を問わず、地域をよく知る人材の雇用をしていきたい。	 （不動産仲介　宮崎県）

（4）その他

・MRJ納入時期の延長による影響が出ている。当面は人員整理とコスト削減に努める。
	 （航空機部品製造　愛知県）
・最新設備の導入にともない、電気、ガス、水道等の使用量が最低限に抑えられ、省エネ効果が出ている。

	 　（ダンボール製造　岡山県）
・大手自動車メーカー系列からの受注は安定しているが、メキシコ等での海外生産体制に不透明な部分が

あることから、生産計画の変更の影響を受けないか懸念している。	 　（溶接　静岡県）
・取引先企業のなかに、米国の動向を気にかける企業が増えている。	 　（切削　奈良県）
・大手コンビニエンスストアの再編・統合で新規取引先が増加し、生産能力が追いつかなくなっている。

今後、工場の増設を検討している。　	 （乾物製造　青森県）
・最近、メーカーが卸問屋を通さずに直接販売店と取引を行う傾向がみられ対策を講じている。　
	 （インテリア製品製造　愛知県）
・提携先が、米国経済の動向を懸念して、慎重な姿勢となっている。　	 （高圧ガス卸　岡山県）
・北海道新幹線開通直後は、函館エリアで増収増益であったが、昨年秋以降から売上が落ち込んでいる。
	 （土産品卸　北海道）
・天皇陛下の生前退位の問題で、暦上の天皇誕生日の取扱いがどのようになるかわからず、来年のカレン

ダー生産予定が遅れている。　	 （カレンダー・贈答品卸　北海道）
・インバウンド効果で、商店街には外国人観光客が多く来店している。反面、日本人買い物客は確実に減

少しており、日本人買い物客の増加を図る施策が必要と考えている。　	 （鮮魚販売　大阪府）
・昨年比でインバウンド客の利用が減少している。　	 （ビジネスホテル　静岡県）
・大河ドラマ終了の影響で、2017年２月に入ってから、宿泊客がはっきりと減少してきている。
	 （旅館業　長野県）
・大河ドラマ直虎の効果で、売上が好調である。　	 （旅行代理店　静岡県）
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（キーワード） AI、IoT、中小企業、センサー、ロボット、アンドロイド

（視　点）

　産業企業情報「到来するIoT社会と中小企業」シリーズでみてきたとおり、「IoT」の活用で
は、取組みの大小にかかわらず、“IoTでつながった先で何をしたいのか”をしっかり定義づける
ことが重要となる。
　しかし、IoTで収集した膨大なデータから新たなつながりを見い出すことは容易ではなく、そ
の有効な手段として「AI（人工知能 ; Artificial	Intelligence）」が大きく注目されている。
　そこで本稿では、「IoT」の活用を支える「AI」に着目し、「IoT」と「AI」の融合に挑戦する
事例を取り上げるとともに、その現状、課題、将来への期待などを整理したい。

（要　旨）

⃝	近年、急速に注目を集めているAIに対しては、これまで以上に大きな期待が寄せられてい
る。現在、実用化に向けたさまざまな実証実験のみならず、企業経営の最前線でも本格活
用に向けた挑戦が活発化している。

⃝	最先端といわれるAIは、研究者や学者、あるいは大手企業でしか取り組むことのできない
“雲の上”の話題と捉えられることが多かった。しかし、中小企業であっても、代表者にIT
リテラシーやITへの高い関心などがあれば、AIやIoTを自社のビジネスに取り込むことが
できる。

⃝	AIの実用性は、IoTと組み合わせることでより高まることから、いわば「AI×IoT＝∞（無
限の可能性）」があるといえる。

⃝	信用金庫が、IoTに取り組もうとする中小企業に対する“最初の相談窓口”となるために、業
界団体や中央機関などが信用金庫の役職員向けに「IoT」への理解を深めるための事例集な
どを作成したり、信用金庫主催あるいは近隣の信用金庫で連携してIoTを題材にしたセミ
ナー等を開催したり、あるいはIoT分野で高い知見をもつ研究者、学者、実務経験者などの
専門家との連携を強化することなどを通じて、こうした中小企業に寄り添い“併走”できる
ような体制を構築していくことが今後ますます重要になっていくのではないだろうか。

調 査

到来するIoT社会と中小企業 ⑤
− 「AI（人工知能）×IoT」で生み出される新たな付加価値とは−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

雨宮　裕樹
信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

藁品　和寿
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1 ．「AI×IoT」への期待

　産業企業情報「到来するIoT社会と中小企

業」シリーズでは、一般的に大手企業が取り

組むものと捉えられがちな「IoT」を、全国

各地にある中小企業が、自社の事業上の課題

あるいは自社を取り巻く地域社会の課題を解

決する手段の一つとして利活用している事例

を取り上げてきた。これまでみてきたとお

り、「IoT」の活用では、取組みの大小にか

かわらず、“IoTでつながった先で何をした

いのか”をしっかり定義づけることが重要と

なる。

　しかし、IoTで収集したビッグデータは、

大量であるうえに、日々変化するものでもあ

る。したがって、膨大なデータから新たなつ

ながり（関係性）を見つけ出すことは容易で

はない。

　こうしたなか、そのつながりを見つけ出す

技術として大きく注目されているのが「AI

（人工知能）」である。すなわち、「AI」は、

現時点では、「IoT」で鍵を握るビッグデー

タの活用を支える最も有効な手段の一つとい

える。

　そこで本稿では、「IoT」の活用を支える

「AI」に着目し、「IoT」と「AI」の融合に挑

戦する事例を取り上げるとともに、その現

状、課題、将来への期待などを整理したい。

（1）AI技術とは

　2016年3月、米国グーグル社が買収した英

国ディープマインド社により開発された「ア

ルファ碁（AlphaGo）」が、トップ棋士の一

人である韓国の李セドル九段に勝利したこと

が大きな話題となった。囲碁は、チェスや将

棋（注1）に比べて対局のパターン数が桁違いに

多く、AIがプロ棋士に勝利するまでには時

間がかかるとみられていたため、このニュー

スは、AI技術が大きく進歩したことの証左と

なった。このことをきっかけに、最近では、

「AI」は、各種報道やイベント等で大いに注

目を浴び、「ブーム」の様相を呈している。

　こうしたAIであるが、総務省が公表する

「平成28年版　情報通信白書」（以下、「白

書」という。）によると、研究目的など研究

者によって、その定義はまちまちであり明確

に定まってはいない（注2）。とはいえ、ソフト

バンクロボティクス（株）の人型ロボット

「Pepper」に代表されるとおり、我々にとっ

ては、身近な生活のなかでAIに接する機会

が増えている。そのため、我々がAIに抱く

一般的なイメージは、「コンピュータが人間

のように見たり、聞いたり、話したりする技

術」となっている（図表1）。

　また、大手通信事業者であるビッグローブ

（株）が2016年6月に公表した「AI（人工知

能）に関する意識調査」によると（図表2）、

AIに対して「かなり期待する」と「どちら

（注）1	．チェスでは、1997年に、米国IBMが開発した「ディープ・ブルー」が世界チャンピオンのカスパロフ氏（ロシア）に勝利
し、将棋では、2012年に、コンピュータ・ソフト「ボンクラーズ」が、米長永世棋聖に勝利している。

　　2	．総務省『平成28年版	情報通信白書』によると、AIは、大まかには「知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを
作る科学と技術」と説明されている。
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かと言えば期待する」を合わせた「期待する」

との回答は過半数であり、AIは、どちらかと

いえば好意的に捉えられているようである。

（2）AI利活用の現状と課題

　白書によると、AIという言葉は、1956年、

ダートマス会議（国際学会）にて、計算機科

学者のジョン･マッカーシーが初めて提唱した

ことをきっかけに注目を浴びるようになった

とされている。当時、コンピュータによる

「探索」や「推論」が可能となり、AIによる

単純な仮説の解明が行えるようになったこと

などを背景に、1950年後半から1960年代にか

けて“第一次人工知能ブーム”と呼ばれる時代

が続いた（図表3）。しかし、当時のAIでは複

雑な要因が絡み合っている現実社会の問題を

解決できないことが明らかとなったことから

ブームは終焉を迎えた。その後、コンピュー

タ技術の進歩とともに、1980年代に入ると再

び“第二次人工知能ブーム”と呼ばれる時代が

到来する。しかし、当時のコンピュータは、

進歩したとはいえ、コンピュータが必要な情

報を自律して収集、蓄積することができず、

かといって人間がコンピュータにとって必要

な情報をすべて用意することはできないため、

このブームも再び終焉、“冬の時代”を迎える。

　その後、迎えたのが2000年代に入ってから

（備考	）BIGLOBE社『AI（人工知能）に関する意識調査』
をもとに信金中央金庫　地域・中小企業研究所作成

かなり期待する
17%  

どちらかと言え
ば期待する

37%  

どちらかと言え
ば脅威に感じる

20%  

かなり脅威に
感じる  8%  

わからない
15%  

答えたくない
2%  

図表2 　日本人の人工知能（AI）に対するイ
メージ

図表1　日本人の人工知能（AI）に対するイメージ

（備考	）総務省『ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究』（2016年）をもとに信金中央金庫　地域・中小
企業研究所作成

10.9% 

20.2% 

17.2% 

16.3% 

26.3% 

19.3% 

35.6% 

27.4% 

人間を超える知能を実現する技術 

学習や推論、判断などにより、新たな知識を得る技術 

画像や自然言語（話言葉や書き言葉）、様々なデータなどを分析して、その意味合いを抽出する技術 

ゲームやクイズなどの特定の分野において、人間と同等もしくは人間以上の能力を実現する技術 

人間の脳の認知・判断などの機能を、人間の脳の仕組みとは異なる仕組みで実現する技術 

人間の脳の仕組みと同じ仕組みを実現する技術 

コンピューターが人間のように見たり、聞いたり、話したりする技術 

コンピューターに自我（感情）をもたせる技術 

24.0% 上記イメージに近いものがない 
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現在に至る“第三次人工知能ブーム”である。

今回のブームでは、「IoT」の活用における

キーワードの一つである「ビッグデータ」を

用いることでAI自体が知識を習得できる「機

械学習」が実用化されるとともに、今まで人

間が設計していた特徴量（注3）をAI自ら習得で

きる「ディープラーニング」が登場したこと

で、トレンドとなっている。こうした気運を

背景に、AIは、さまざまな産業分野での実用

化が期待され（図表4）、その市場規模は、中

（注）3	．対象を認識する際に注目すべき特徴は何かを定量的に表すことで、AIにより、画像認識や音声認識などでコンピューター
が自ら特徴量をつくりだすことができる。

（備考	）総務省『ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究』（2016年）をもとに信金中央金庫	地域・中小企
業研究所作成

1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

人工知能の置かれ
た状況

冬の時代 　　　 冬の時代

探索 ニューラルネットワーク 知識ベース データマイニング ディープラーニング

主な技術等 推論 遺伝的アルゴリズム エキスパートシステム 音声認識 オントロジー

自然言語処理 統計的自然言語処理

第一次人工知能ブーム 
第二次人工知能

ブーム 

第三次人工知能ブーム（現

在）  

技術開発競争 

図表3　人工知能（AI）の歴史

（備考	）松尾豊『人工知能は人間を超えるか』（2015年）、（株）みずほ銀行『みずほ産業調査』（2016年3月）をもとに信金中央
金庫	地域・中小企業研究所作成

図表4 　AI、ビッグデータによる新たな価値の創造

ＡＩ・ビッグデータ 

設計・製品・保

守管理の最適

化・不良品検

知・特殊技能継

承 等 

交通事故・渋滞

の低減・自動走

行技術 等 

作物育成状況判

断・病害虫検知 

等 

需要予測によ

る、個人の嗜好

に合わせた販売

支援 等 

「予防」サービ

ス・診断支援・

創薬支援 等 

都市監視・サイ

バー攻撃検知・

設備故障予測 

等 

個人の嗜好に合

わせたものを販

売、効率的な配

送・配車計画 

等 

ものづくり 

情報 

モビリティ 

農業 

医療、健康 

流通 

マーケティング 

社会インフラ、保守保全 
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長期的にも拡大していくことが見込まれてい

る（図表5）。

　以上を総括すると、AIに対しては、“今回

はブームで終わらないのでは”といった大きな

期待が寄せられるなか、実用化に向けたさま

ざまな実証実験のみならず、企業経営の最前

線でも本格活用に向けた挑戦が今後も活発化

していくものと予想される。

2 ．「AI×IoT」への挑戦

　以下では、さらなる実用化が期待される

「AI」と、その両輪となる「IoT」を組み合

わせて、産業社会におけるさまざまな課題の

解決に向けて先進的な取組みに挑戦する中小

（備考	）EY総合研究所『人工知能が経営にもたらす「創造」と「破壊」』（2015年）をもとに信金中央金庫　地域・中小企業
研究所作成

図表5 　人工知能関連産業の市場規模
（億円）

（年）

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0
203020202015

約23倍

37,450 

230,638 

869,620

拡大予測

（億円）

2015年 2020年（予測） 2030年（予測）
卸売・小売 14,537	 卸売・小売 46,844 運輸 304,897 
広告 6,331	 運輸 46,075 卸売・小売 151,733 
金融・保険 5,964	 製造 29,658	 製造 121,752 
エンターテイメント 2,260	 金融・保険 22,611	 建設・土木 59,229	
教育・学習支援 2,030	 広告 19,305	 金融・保険 47,318	
情報サービス 1,825	 生活関連 17,111	 生活関連 40,015	
生活関連 1,308	 建設・土木 12,157	 広告 36,047	
製造 1,129	 情報サービス 8,245	 情報サービス 23,731	
建設・土木 791	 エンターテイメント 5,990	 医療・福祉 21,821	
物流 465	 医療・福祉 5,761	 電力・ガス・通信 18,810	
医療・福祉 343	 電力・ガス・通信 5,217	 エンターテイメント 15,104	
電力・ガス・通信 300	 教育・学習支援 5,039	 教育・学習支援 9,285	
専門・技術サービス 90	 専門・技術サービス 2,440	 専門・技術サービス 6,149	
不動産 49	 不動産 2,426	 物流 5,035	
農林水産 28	 物流 1,443	 不動産 4,853	
運輸 1 農林水産 316	 農林水産 3,842	
合計 37,450 230,638 869,620 
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企業の事例を紹介する。また、こうした中小

企業の挑戦を後押しする主体として行政が重

要な役割を担うとの認識から、全国的にみて

も明確かつ具体的な方向性を決めてAIの推

進に取り組む北海道札幌市の事例を併せて紹

介する。

（1）中小企業における取組み

イ．はつはな果
か

蜂
ほう

園
えん

（広島県廿
は つ か

日市
いち

市）

　　（イ）会社の概要

　同社は、2015年6月に、養蜂業を運営す

る養蜂場として開園した（図表6）。「はつ

はな果蜂園」という名称は、所在する

“廿
は つ か

日市
いち

市（＝はつ）”と、“そこで咲く花

（＝はな）”をイメージしている。現在、広

島県内の3か所（廿日市市、江田島市およ

び大竹市）に養蜂場を設置している。

　取材に応じていただいた代表者の松原秀

樹氏は、かんきつ類の栽培が盛んな広島で

生まれ育ったことから、常々“いつか地元

で農業に従事したい”という夢を抱き、都

内の大手IT企業で営業職を経験しながら、

休日には援農ボランティア活動や農業学校

に通うなど農業に接する機会を持ち続けて

きた。また、仕事を通じて、東京と地方と

の間で、情報技術の活用についての格差が

広がっていることへの懸念を募らせてき

た。さらに、松原代表は、広島に帰省する

たびに地元の農業技術が高齢化や後継者不

足により失われつつある実情を目の当たり

にするとともに、“自分自身で付加価値を

創り出す仕事をしたい”という想いも加

わって、2014年、退職したうえで広島へU

ターンすることを決意した。

　Uターン後すぐに、地元の農業協同組合

が主催する農業塾で、1年間ほど農業を実

践で学んだ。また、在職中の休日に通って

いた農業学校で出会った広島県内の養蜂家

から直接、養蜂技術を学ぶ機会も得た。こ

うした経験を活かし、現在、はっさく（紅

八朔）等のかんきつ類の栽培のほか養蜂を

手がけている。

　（ロ）養蜂技術の高度化への挑戦

　養蜂では、隔週ですべての巣箱を点検す

る作業が欠かせないことから、規模を拡大

すればするほど養蜂家の負担も大きく、管

理が不十分になりがちである。松原代表

は、IT企業での経験を活かし、この養蜂

家の負担をIoTの活用で軽減することを試

図表6 　事業者の概要

事業者の概要

事 業 者 名
代 表
本部所在地
設 立
事 業 内 容

はつはな果蜂園	 	
松原	秀樹	 	
広島県廿日市市	 	
2015年6月	 	
養蜂業、農業

（備考	）1．	写真は、取材に応じていただいた、松原秀樹代表
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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みることにした。

　この挑戦で生まれたシステムが「B
ビ ー

ee	

S
セ ン シ ン グ

ensing」である（図表7）。この挑戦では、

同郷の友人2人からの協力を得て、3人で

“Team	Bee	 Sensing”として取り組んで

いる。具体的には、都内で銀行員として働

く森中氏からは新規事業計画などでアドバ

イスを得て、（株）アドダイス（東京都台東

区上野）を経営する伊東社長にはシステム

開発を委託した。また、システム開発にあ

たり、2015年3月、KDDI（株）が主催する

ネットサービスの創出支援「∞labo（無限

ラボ）」に応募して対象事業に選出される

とともに、開発資金はクラウドファンディ

ングで募り、計123名の支援者から約240

万円の資金調達を実現できた。

　「Bee	Sensing」では、巣箱に温度・湿度

センサーを取り付けることで、養蜂家が自

宅にいながら、専用のスマホアプリで、巣

箱の温度や湿度等の状態や蜜蜂が問題なく

活動しているか等の健康状態を、遠隔から

把握することを可能にしている（図表8）。

また、巣箱から得られた各種データをクラ

ウド上のAIに蓄積、解析させることで、

養蜂家にフィードバックされる通知情報

（巣箱の異常等）のさらなる高度化にも取

り組んでいる。このように巣箱にセンサー

を取り付けることで、養蜂家は、巣箱の設

置された現場に出向いて状況確認（内検）

する回数を減らすことができ、センサーで

異常を捉えた巣箱だけを確認すればよくな

ることから作業時間を短縮することもでき

る。なお、この仕組みは、現在、特許出願

中である。

　現在、まずは自らの養蜂場での実験、実

績を重ねながら、「Bee	Sensing」の精度を

向上させることに努めており、2016年4月

に製品化した同システムの販路拡大を図っ

ている。

　（ハ）今後の展望

　松原代表は、「『Bee	Sensing』で健康を

良好に維持した蜜蜂でつくったハチミツの

需要はさらに増すだろう」と、健康に良く

おいしいハチミツづくりに意欲をみせる。

（備考	）1．温度・湿度センサー
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表8 　「Bee Sensing」温度・湿度センサー

（備考	）1．蜜蜂の巣箱
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表7 　「Bee Sensing」巣箱
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同園でのハチミツの生産は、現在、年間

700kgほどとなっており、目下、1トンを

目標としている。また、ハチミツは生産さ

れた季節、場所などで色も香りも違うこと

から、同社では、「宮島産」、「江田島産」、

「大竹産」と産地を明確にすることで地域

ブランディングを図っている。

　今後、「Bee	Sensing」へのさらなるデー

タの蓄積を進めるとともに、採算性を見通

しながら、温度や湿度に加えて、匂いや羽

音のセンサーなどの導入も検討している。

将来的には、AIを活かして、異常の通知

だけではなく、作業の助言などもできるよ

う、機能拡充を目指したいという。

　松原代表は、「Bee	Sensingによる養蜂

業」を標榜しながら、今後「Bee	Sensing」

を導入する全国各地の養蜂家との連携を

深め、彼らの蜂蜜を仕入れて販売代理す

るなど、国内の養蜂業を元気づけて国産

ハチミツの供給力向上に努めたいと夢を

膨らませる。

　ロ．タケロボ株式会社（東京都中央区）

　（イ）会社の概要

　同社は、2011年8月、サービスロボット

の企画設計を目的に設立された（図表9）。

現在、社員5名で運営しており、展示会等

の企画を担う大手サービス事業者である

（株）博展のグループ会社の一つである。同

社は、ロボットの企画設計を担い、ロボッ

トの製造、販売は外部委託していることか

ら、いわゆる“ロボット製造のハブ（組織

でいう企画部門）”の役割を担っている。

　取材に応じていただいた竹内清明代表

取締役社長は、大手ベンダーで18年ほど、

金融機関向けシステムの営業、販売、企

画などの第一線で活躍してきた。竹内社

長は、この前職での経験のなかで、政府

主導でてこ入れをしてきたにもかかわら

ず、輸出産業に育たなかったわが国のIT

産業に危機感を覚えるとともに、なぜ育

たなかったのかを自問自答し続けてきた。

そして、「IT産業に続く“次の産業”はなに

か」を探るなかで、「ハードとソフトが融

合した製品が出てくるのではないか」と

予感し、当時は世界的にみても黎明期で

あった「ロボット産業（注4）」に注目した。

（注）4	．産業用ロボットに加え、装着型ロボット、防災ロボット、搭乗型ロボットをはじめサービス用ロボット全般を含む。

図表9 　同社の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事 業 内 容

タケロボ株式会社		
竹内	清明	 	
東京都中央区	 	
2011年8月	 	
サービスロボットの企画設計

（備考	）1	．写真は、取材に応じていただいた竹内清明代表
取締役社長（左）、金井寛営業部長兼コンサル
ティング部長（右）

2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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黎明期であったがゆえに、竹内社長は、

「ロボット産業では日本はまだ世界で先行で

きるのでは」という可能性に期待していた。

　竹内社長は、こうした期待を抱いて独自

の発想でロボット製造に取り組むにあた

り、意思決定および開発のスピードを重視

し、円満退社のうえ一念発起して起業をし

た。ロボット開発には多額の資金を要する

が、独立開業にあたっての資金は、前職で

の人脈が活かされ、エンジェル投資家から

得ることができた。また、同じく取材に応

じていただいた金井寛営業部長兼コンサル

ティング部長をはじめ、前職での人脈から

ビジネスパートナーとしての社員を確保する

ことができ、“カネ”と“ヒト”の面で大いに前

職での経験が活かされている。なお、当社

の事業の変遷は、図表10のとおりである。

　（ロ）サービスロボットの高度化への挑戦

　同社の主力製品は、大型サービスロボッ

ト「サッチャン」や、小型に改造した「ロ

ボコット」である（図表11）。

　「サッチャン」は、2013年から14年にか

けて開発、製造され、身長155cm、重さ

75kgであり、移動（注5）、センサーによる各

種検知、画面表示、音声、カード決済、印

刷などの各種機能を持つ（注6）。長崎県佐世

保市にあるハウステンボスの「変なホテ

ル」、「変なレストラン」で導入されたほ

か（注7）、大型商業施設や大型イベント、商

（備考）同社提供

図表10 　同社の沿革
2011  2012  2013  2014  2015  2016  2017  

▲タケロボ社 

 設立 

クラウド型 

研修システム 
大型ロボット 

「サッチャン」 

小型ロボット 

「ロボコット」 

Watson対応 

Watsonﾊﾟｰﾄﾅｰ  

▲博展グループ 

 (博展を親会社) 

(年度) 

HTB 変なホテル HTB 変なレストラン 

サッチャン 

各種導入 

ロボコット 

各種導入 
▲メディア 

多数掲載 

（注）5	．顔（首3軸）、腰、足（タイヤ）が駆動する。
　　6	．カメラ、マイク、スピーカー、カードリーダー、プリンター、WiFiなどを装備する。
　　7	．ハウステンボスとの連携は、大手広告代理店を通じて実現した。ハウステンボスの澤田社長は、竹内社長のように一人で

起業した経験があることから、大手でありながらスタートアップ企業との連携に前向きだという。
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店街での実証実験の実績があり、高い集客

効果が示された（注8）。

　「サッチャン」での実証実験を通じて、

ロボットの機能は必ずしも多い必要はない

と判明したため、2014年から、一部の機

能（注9）を省略したうえで小型・軽量に改造

した「ロボコット」の開発に至った。「ロ

ボコット」は、身長28cm、重さ2kgと卓上

使用できるコンパクトさで、画面表示、音

声、印刷など「サッチャン」に比べて使わ

れる機能に絞り込んでいる（注10）。利用者の

ニーズに合わせてソフトウェアをカスタマ

イズできるほか、タッチパネル（8イン

チ）の外枠に着ぐるみをすることで親しみ

を持たせることができるなど、ハードとソ

フトの両面でカスタマイズが可能である点

に特徴がある。

　2016年、同社は、ソフトバンク（株）と

日本IBM（株）が共同で展開する「IBM	

Watsonエコシステムプログラム（注11）」に

応募し、「ロボコット」はそのパートナー

認定を受けた。このことをきっかけに、

IBM	Watsonを採用することになり、2017

年1月、「ロボコット」にIBM	Watsonをク

ラウド連携して機能強化した新型の「ロボ

コットシリーズ」の製品化を発表した。新

型「ロボコット」の特徴として、電源のオ

ンオフや表示コンテンツの内容などをク

ラウドで一元管理できるようになったこ

と等が挙げられる。また、自然言語対話

を円滑にするため、マイク性能の高度化

など音声認識機能の強化などにも取り組

んでいる。

　（ハ）今後の展望

　「ロボコット」の用途は幅広く、金融機

関業務を例にとれば、画面表示機能、音

声発声・認識機能を用いた受付、案内業

務、店頭での各種金融商品の紹介や宣伝、

地域関連情報や生活関連情報の提供、一

般的な問合せ対応、通訳（外国人対応）

などに活用することができる（注12）。このよ

うに、ロボットが得意とすることを見極

めながら、「人の代替」ではなく、「人と

人との対面営業サポート」での利用に大

（注）8	．一方、ロボットの起動・終了操作ですら高齢の商店主には難しい、イベントごとにセットアップに手間がかかる、人ごみ
や周囲の騒音のなかで人間の発話を認識するには調整が必要である、来店客のなかにロボットに危害を加える者がいる、ロ
ボットを占有（独り占め）してしまうケースが発生するなど、多くの課題も見出した。

9	．移動機能やセンサーによる各種検知機能など
10	．そのため、1体15万円からと手頃な価格設定となっている。
11	．両社では、各業界でIBM	Watsonを活用した新しいビジネスアイデアを展開するためのエコシステムプログラムを構築・

提供し、2015年10月1日からエコシステムパートナーを正式に募集している。
12	．（株）AFGが提供する金融関連のアドバイザー機能（シミュライズ）を搭載することで、家計アドバイス、運用アドバイ

ス、ローンアドバイスなど、個人のおカネに関する簡単な疑問や悩みに応えることができる。

（備考	）同社提供（左）、信金中央金庫	地域・中小企業研究
所撮影（右）

図表11 　「サッチャン」（左）と「ロボコッ
ト」（右）
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きな期待が寄せられる。

　同社は、「ロボコットシリーズ」を今後

3年間で、海外を含めて2万台販売したい

と意気込む。竹内社長は、「ロボット・AI

の分野でインフラづくりをして、人々を

幸せにしたい」という想いに向けて日々

邁進している。

ハ．株式会社エーラボ（東京都千代田区）

　（イ）会社の概要

　同社は、2011年12月、AIのデバイスと

してのアンドロイド（人を精巧に模したロ

ボット）の製造、販売を目的に設立され

た（図表12）。取材に応じていただいた三

田武志代表取締役社長は、東京都千代田区

出身で地元に愛着があり、同区の創業支援

関連の補助金が充実していたことから、同

区で創業した（注13）。同社の技術顧問は、石

黒浩大阪大学教授であり、同社の事業と石

黒教授は不可分となっている。石黒教授が

構想するアンドロイドを同社が製造してお

り、いわゆる同社は石黒教授の“黒子役”を

担っている。

　三田社長が出会った石黒教授は、2000

年頃、和歌山大学に在籍しながら、（株）国

際電気通信基礎技術研究所（注14）（以下、

「ATR」という。）でアンドロイドの研究

開発を行っていた。石黒教授は、当時から

一貫して“人間の生活空間に自然に溶け込

むロボット”の研究開発に独自に取り組み、

石黒教授自身あるいは娘をかたどったアン

ドロイドの製造を行っていた。2005年に

は、製造したアンドロイドを愛知万博に出

展するなど、一時的に注目を浴びた。その

後、アンドロイドに関心が集まらない時期

が続いたが、そうしたなかでも三田社長

は、「将来、アンドロイドを活用したビジ

ネスは広がりをみせる可能性がある」と信

じ、石黒教授とともに歩んできた。創業当

初2年間は、今までにはないまったく新し

い独自のアンドロイドの開発に取り組ん

だ。アンドロイド製造では、“ロボットら

しさ”が残ることで人間に安心感を与える

（注）13	．同区内でもJR市ヶ谷駅そばに立地した理由として、アンドロイド製造工場が青梅市とJR中央線沿いであり、技術者の多
くがJR中央線沿線に在住していたことが挙げられる。

14	．同研究所は、脳情報科学、ライフサポートロボット、無線通信の3つの分野を軸として、分野横断的研究、分野融合型研
究に取り組んでいる。なお、同研究所は、同社とアンドロイド開発で協力関係にある。

図表12 　同社の概要

同社の概要

法 人 名
代 表
本部所在地
設 立
事 業 内 容

株式会社エーラボ		
三田	武志	 	
東京都千代田区	 	
2011年12月	 	
アンドロイド製造・販売	 	

（備考	）1	．写真は、取材に応じていただいた三田武志代表
取締役社長（右）、同社アンドロイド「ASUNA

（アスナ）」（左）	
2．信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影
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といわれ、リアルさが極限に近くなると、

人間は一転して嫌悪感を抱くようになると

いわれる。この現象を「不気味の谷」と呼

び、同社は、世の中に存在しない「不気味

の谷」を超越して人間に好印象を与えるア

ンドロイドの製造（注15）に挑戦している。

　（ロ ）“人間らしさ”を探究したAIのデバイ

スとしてのアンドロイド製造

　同社では、「不気味の谷」を超越したア

ンドロイドを製造するうえで、どのような

技術が必要であるかを見極めるために、

「人間観察」を重視し、常に“人間らしさ”を

探求している。

　こうしたアンドロイド製造において、同

社では、特殊メイク技術など高い造形技術

と、同社で独自開発した肌の素材（注16）とを

組み合わせて、見た目の外装をよりリアル

に再現することに成功している。また、独

自開発の遠隔操作システム（図表13）に

より、簡単なタッチ操作で、アンドロイド

に人間の動作を表現させることを可能にし

ている。例えば、遠隔地から、本人の代わ

りにアンドロイドに講演をさせるなど、用

途の幅は広がる。さらに、同じく独自開発

し た 空 圧 制 御 シ ス テ ム（APDS : Air	

Perfomaer	Drive	System）では、人間らし

い微細な動きと駆動方法の効率化を両立さ

せている	。アンドロイドの発声について

は、（株）エーアイの音声合成エンジン

「AITalk（エーアイトーク）」を採用し、本

人の音声を収録したうえで本人の声色で発

声することを可能としている。

　同社は、これまで、30体ほどのアンド

ロイドを製作しており、その多くは大学で

の研究目的に使用されている（注17）。過去に

製造した代表的なアンドロイドでは、オリ

ジナルの試作アンドロイド「ASUNA（ア

スナ）」（図表14）や、レオナルド・ダ・

ヴィンチ、夏目漱石、タレントのマツコ・

デラックスなど、有名人をかたどったアン

ドロイドを製造した実績がある。なかで

も、メディアで紹介されたマツコ・デラッ

クスをかたどった「マツコロイド」は注目

を集め、石黒教授が一躍脚光を浴びるきっ

かけになった。最近では、SNSやホーム

ページなどから、直接、アンドロイドの製

（注）15	．動かない状態で人間そっくりな造形をする技術は既に確立している。しかし、動いた状態で“人間らしさ”を残すのは技術
的にまだ難しいとされている。例えば、蝋人形をロボット技術で動かそうとする試みをしたが、動かした途端に人間らしく
みえなくなってしまった。

16	．特殊メイクで使用されている材料に、耐久性や動的性能を高める材料を混ぜ合わせて開発したA-Lab専用高性能スキン材料。
17	．人間のコミュニケーションを研究したり、アンドロイドに福祉医療機器を取り付けて安全テストを行うなど。そのほか、

企業の創設者（会長等）のアンドロイドを製造し、アンドロイドを通じて企業の経営理念を伝えるなどを試みる民間企業か
らの依頼を受けている。

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表13 　独自開発の遠隔操作システム
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造依頼が増えているという。

　アンドロイドの販売は、メンテナンスに対

応できる人員など経営資源が限られている

ことから、B	to	Bビジネス（法人向け）を想

定している。また、オリックス・レンテック

（株）でのレンタルも可能となっている。

　（ハ）今後の展望

　AI技術がさらに高度化すれば、将来、

アンドロイドにAIを搭載することを視野

に入れている。現在、技術系関連業者と意

見交換をしながら、AIを搭載することで、

人間の個性を表現できることを期待してい

る。三田社長は、AI技術が高度化してい

くにつれ、5〜10年後には「高度化したAI

技術を何に使うか」に論点が集まり、その

なかでアンドロイドとの連携が本格化する

のではないかと予測する。

　三田社長としては、当面、2020年の東

京オリンピック・パラリンピックにおい

て、“おもてなし”ロボットとして同社のア

ンドロイドを紹介したり、美術館や博物館

などへの導入を進めたい意向がある。現

在、海外からの引き合いも受けていること

から、その目標に向けて、工場を拡張し、

人員を増強するなど、現在の生産能力の

10倍以上の年間100台単位で常時生産でき

るようにしたいと意気込む。

　三田社長は、「アンドロイドは、一般的

に、“人の代替”というイメージを抱かれが

ちである。しかし、アンドロイドの役割は

あくまで“人間ができないことを行う”こと

だ」と主張する。“人間ができないことを

行う”アンドロイドが増えて商用利用が拡

大していけば、アンドロイドの使命がます

ます高まるのではないかと期待は膨らむ。

（2）行政における取組み−北海道札幌市−

　以上（1）で紹介したような地域での中小

企業の「AI×IoT」への挑戦を側面から支え

る役割として、行政に対する期待は大きい。

　そこで以下では、地元の中小企業と連携し

て、積極的に地元のIoT推進を支援する札幌

市IoTイノベーション推進コンソーシアム

（北海道札幌市）の取組みを紹介する。

　札幌市は、2016年7月、経済産業省お

よびIoT推進ラボ（注18）が初めて公募した

（注）18	．IoT推進ラボは、経済産業省の委託を受けた（一財）日本情報経済社会推進協会が主催するIoTプロジェクトの選定、発
掘、支援、環境整備を行う事業である。

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表14 　アンドロイド「ASUNA（アスナ）」



 調　査 31

「地方版IoT推進ラボ」に応募し選定され

た（図表15）。同市では、「地方版IoT推進ラ

ボ」を国の支援を受けながらIoT推進に取り

組めるチャンスと捉え、年度途中で市の予

算手当てのないなかで応募に挑んだ。

　IoT推進ラボの選定を受けたことで、さっ

そく1か月後の同年8月には札幌の強みを活

かして、先端技術を活用した新たなビジネス

を創出していくことを目指し、「札幌市IoT

イノベーション推進コンソーシアム」事業を

立ち上げた（図表16）。同事業では、同市の

ほか北海道大学、小樽商科大学、北洋銀行、

北海道銀行、その他IT関連団体等を委員と

した産学官金連携の下、地元企業を中心に

60社ほどが法人会員として参加している。

　同事業では、「サッポロバレー（注19）」と呼

ばれるほどIT関連企業が集積してきている

ことや、北海道大学に最先端のAI関連研究

者が多いことを活かし、まずはAI分野に焦

点を当てた取組みを推進し、徐々に他の分野

に広げていく方針である。2016年度は、予

（注）19	．1976年結成の「マイコン研究会」をきっかけに、北海道大学の優秀な技術者等の起業が活発になり、1990年代から、札
幌駅北口周辺にシステム関連会社が集積してきた。

（備考	）信金中央金庫	地域・中小企業研究所撮影

図表15 　取材に応じていただいた札幌市経済
観光局　ITクリエイティブ産業担当課 
濱口職員

（備考）札幌市ホームページ（http://www.city.sapporo.jp/keizai/top/topics/it/iotlab.html）より引用

図表16 　「札幌市IoTイノベーション推進コンソーシアム」の概要
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算が手当てできなかったことから、従来から

取り組んでいたセミナーやイベント等のうち、

「IT」、「IoT」、「AI」、「フィンテック」などを

テーマにしたものを同コンソーシアムのイベ

ントとして集約し、市内に広く周知すること

から取り組んだ。2017年度以降は、同コン

ソーシアム内に、北海道大学等と連携して

「Sapporo	AI	Lab（AI研究部会）」を立ち上

げ、地元でAIビジネスに意欲的な地元企業

も参画して、札幌ならではのAIの技術研究

支援やビジネス化に向けた支援を進めていく

予定である。

　具体的には、地元企業によるAI活用につ

なげるため、「Sapporo	AI	Lab」ではAI技術

を活用したリーディングプロジェクトを推進

し、その成果を地元企業へ還元していくこと

により技術力の底上げを行う。最初のプロ

ジェクトとして、年間15万件の市民応対デー

タが蓄えられている札幌市コールセンターの

データを活用したAIによる自動応答システ

ムの試作を公募により行う予定である。

　また、先端技術を活用したビジネスを推進

できる人材を育成するための取組みとして、

「ITイノベーション人材育成支援事業」を実

施。実際に新たなビジネス創出のプロジェク

トに挑戦することを通じて実践的なスキルを

習得し、地元企業の人材レベルの向上へつな

げていく。さらに、「札幌発AI」の発信の場

として道内外の展示会へ出展を行い、技術力

を発信することによるAI関連業務の案件取

得なども計画している。

　こうした取組みのなかで、同市は、地場中

小企業でも実際に活用可能な「札幌発AI」を

続々と生み出し、これを足がかりに「IoT推

進ラボ」の枠組みを利用しながら、札幌から

新たなビジネス生まれ、それがさらなる人材

や投資を呼び込むという好循環の構築を目指

していきたいとしている。

3 ．社会的な課題解決でますます応用
が望まれる「AI×IoT」

　これまで紹介したとおり、最先端といわれ

る「AI」は、必ずしも研究者や学者、ある

いは大手企業でしか取り組むことのできない

“雲の上”の話題ではない。

　はつはな果蜂園（広島県廿日市市）では、

インターネット経由で不特定多数からクラウ

ドファンディングで資金調達をし、「Bee	

Sensing」を開発して、IoTで蜜蜂の行動を

ビッグデータとして収集し解析できる仕組み

づくりに挑戦している。この解析にAIを適

用するため、現在、まずはビッグデータの収

集に努めている。この挑戦では、松原代表に

IT企業での職務経験があり、かつその職務

経験から得た人脈が大きく活かされている。

一方、タケロボ（株）（東京都中央区）では、

「人の代替」ではなく「人と人との対面営業

サポート」で活用できるAIと連携した小型

ロボットの開発、提供を進めている。この挑

戦でも、竹内社長にIT企業での職務経験が

あり、その職務経験から得た人脈が大きく活

かされている。この2つの事例からいえるこ

とは、代表者にITリテラシー、少なくても

ITに対する強い興味関心があること、そし
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て何よりIT技術を開発できる、もしくは理

解して使いこなせるだけの技能を持ち合わせ

ていることが、中小企業であっても、AIや

IoTを自社のビジネスに取り込むことのでき

る鍵を握るといえるのだろう。

　また、（株）エーラボ（東京都千代田区）の

ように、AIそのものを開発したり活用する

のではなく、“人間ができないことを行う”を

コンセプトに、AIのデバイスとなる商用ア

ンドロイドの開発に取り組む事例もある。今

後、予想どおりにAIの市場規模が中長期的

に拡大していけば、このようなAIを取り巻

く領域で、中小企業の高い技術力が活かされ

るケースはますます増えるのではなかろう

か。白書によると、有識者の間でのAIの利

活用が望ましい分野として、「生体情報や生

活習慣、病歴、遺伝等と連動した、健康状態

や病気発症の予兆や高度な診断」、「路線バス

やタクシー等の高度な自動運転」、「渋滞情報

や患者受入可能な診療科情報等と連動した、

緊急車両の最適搬送ルートの高度な設定」、

「道路や鉄道などの混雑状況等と連動した、

交通手段間での高度な利用者融通や増発対

応」などが挙げられ（図表17）、どちらかと

いえば人間が不便さを感じていることを便利

にするような社会的な課題解決での利用が期

待されている。

　タケロボ（株）の竹内社長や（株）エーラボの

三田社長が取材で話していたとおり、AIは

“人間の代替”ではなく、“人間ができないこ

とを行う”ための最も有効な手段の一つとな

ろう。また、はつはな果蜂園で実証実験中の

（備考）『平成28年版	情報通信白書』をもとに信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表17 　AIの利活用が望ましい分野

0 20 40 60 80 100

優良顧客の優遇や感動体験の付与、需給に見合う

価格設定等による、顧客の囲い込みや満足度向上

市場の値動き等と連動した、金融資産の高度かつ自

動的な運用による利回りの最大化

信用供与先の財務状況等と連動した、最適な融資額

の算定による貸倒れ損失の回避

利用者の嗜好やメールの履歴、発信元等と連動し

た、迷惑メールの高度かつ自動的な削除

高度な意味理解や感情認識等によるコンピュータと

人間の対話の高度化

高度かつリアルタイムの需要予測や製造管理等によ

るサプライチェーンの最適化

未知のサイバー攻撃や内部犯行等による不正アクセ

スや、不正送金などの金融犯罪の高度な検知

監視カメラ映像や不審者目撃情報等と連動した、犯

罪発生の予兆の高度な分析

道路や鉄道などの混雑状況等と連動した、交通手段

間での高度な利用者融通や増発対応

渋滞情報や患者受入可能な診療科情報等と連動し

た、緊急車両の最適搬送ルートの高度な設定

生体情報や生活習慣、病歴、遺伝等と連動した、健

康状態や病気発症の予兆の高度な診断

路線バスやタクシー等の高度な自動運転

（％）
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「Bee	Sensing」の事例のとおり、AIの実用性

は、高いセンサー技術などに裏付けられた

「IoT」と組み合わせることでより高まるた

め、いわば「AI×IoT＝∞（無限の可能性）」

があるといえるのではなかろうか。

4 ．おわりに　−中小企業の間で「AI
×IoT」の利活用を普及させるために−

　本稿の事例を含め、産業企業情報「到来す

るIoT社会と中小企業」シリーズで紹介して

きた中小企業の取組み事例をみると、「IoT」

に取り組むうえで必ずキーワードとなるの

は、外部専門家等との連携、すなわち「オー

プンイノベーション」であるといえる。その

連携の形としては、行政が取り組む枠組みを

活かしていく、あるいは中小企業の代表者が

構築してきた人脈を活かすなど、置かれた地

域、立場などによってさまざまな形が考えら

れうる。また、本シリーズの過去のレポート

で指摘した繰り返しとなるが、IoT化にはIT

導入が大前提となる。したがって、中小企業

が「IoT」に取り組むにあたっては、まずは

紙や口頭でのやり取りなどで非効率と感じて

いる業務をITに置き換え、その導入したIT

を活用して社内・工場内の業務を効率化する

ことが求められよう。製品・サービスをセン

サー技術の活用等でIoT化してビッグデータ

の分析およびそのフィードバックなどができ

るようになれば、本稿で取り上げたAI技術

などを組み合わせて、より高度なIoTの活用

が可能になろう。

　産業企業情報「到来するIoT社会と中小企

業」シリーズで紹介してきた事例は、いずれ

も信用金庫取引先あるいは取引先となりうる

中小企業である。すなわち、情報感度の高い

中小企業の代表者は、時代の一歩先あるいは

半歩先を見据えながら、企業経営の高度化に

努めているケースが多い。したがって、地元

の個人のほか中小企業のための地域金融機関

である信用金庫は、さまざまな課題解決に向

けたIoTに挑戦する中小企業に対する“最初

の相談窓口”となり、その目的達成を手助け

していくことが求められるだろう。

　最後に、産業企業情報「到来するIoT社会

と中小企業」シリーズすべてを総括すると、

信用金庫が、こうした中小企業の“相談窓口”

となるために、業界団体や中央機関などが信

用金庫の役職員向けに「IoT」への理解を深

めるための事例集などを作成したり、信用金

庫主催あるいは近隣の信用金庫で連携して

IoTを題材にしたセミナー等を開催したり、

あるいはIoT分野で高い知見をもつ研究者、

学者、実務経験者などの専門家との連携を強

化することなどを通じて、IoTに取り組もう

とする中小企業に寄り添い“併走”できるよう

な体制を構築していくことが今後ますます重

要になっていくのではないだろうか。
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（キーワード）中小建設業、建設投資額、建設業就業者数、人手不足、全国中小企業景気動
向調査

（視　点）
　建設業は、国民生活や経済活動の基盤を成す住宅・社会資本の整備を通じて、地域経済の発
展に欠かすことのできない重要な役割を担う。東日本大震災や熊本地震においては、仮設住宅
や緊急輸送道路の設置などいち早く復旧活動にあたり、復旧・復興に向けた中心的役割を果た
した。このことからも建設業がわが国に欠かせない重要産業であることは明らかであろう。
　近年の建設業は、バブル経済崩壊以降の不況を脱し、景況感が大幅に改善している。その一
方で、深刻化しているのが人手不足問題である。現場で働く労働者の不足から、入札不調や不
落となる工事が発生するなど、人手不足問題が顕在化している。
　そこで本稿では、バブル経済崩壊以降の国内建設投資額と建設業就業者数の推移をもとに建
設市場の動向を分析するとともに、信用金庫の主要取引先の一つである中小建設業の景況感と
人手不足感を「全国中小企業景気動向調査」結果から概観してみた。また、堅調に事業を継続
している建設業の事例を取り上げ、業況堅調の要因と人手不足への対応を探ってみた。

（要　旨）
⃝	わが国の建設投資額は、バブル経済崩壊以降減少傾向にあり、2010年度にはピーク時の半

分程度の41.9兆円に落ち込んだ。その後、2011年3月に発生した東日本大震災からの復旧・
復興工事などを転機に建設業を取り巻く環境は好転し、2016年度の建設投資額は51.7兆円
にまで回復する見通しである。

⃝	建設業就業者数は、1997年の685万人をピークに減少が続き、2013年には500万人を割り込
んだ。建設業就業者の高齢化も進んでおり、数年後にはさらなる人手不足が懸念される。

⃝	「全国中小企業景気動向調査」における中小建設業の業況判断D.I.は、2016年12月期にプラ
ス9.5ポイントとなり、景況感の改善が続いている。その一方で、人手過不足判断D.I.は、
2011年9月期以降マイナス圏で推移しており、人手不足が深刻な状態にある。

⃝	人手不足問題の解決には、若年層の入職促進や職場定着を図るなど、官民一体となった諸
施策が求められる。本稿では、堅調に業績を伸ばしながら、人手不足問題に対応する建設
業者の経営事例を取り上げる。

調 査

中小建設業の動向と今後の展望
−「全国中小企業景気動向調査より」−

信金中央金庫 地域・中小企業研究所調査役

森本　龍雄
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1．建設業の動向

（1）基幹産業としてわが国を支える建設業

　建設業は、国民生活や経済活動の基盤を成

す住宅・社会資本の整備を通じてわが国の発

展を支えてきた。自然災害が多発するわが国

において、建設業の担う役割はますます重要

になる。建造物の防災・減災対策にとどまら

ず、災害発生時には被災者支援、復旧・復興

の中心的役割を担うなど、建設業が持つ社会

的意義は極めて大きいと言える。

　中小企業庁の「中小企業実態基本調査」に

よると、中小企業全体の売上高（493兆円、

2014年）に占める建設業の割合は14.1%と、

製造業、卸売業に次いで高く、わが国経済に

とって建設業は大きなウェイトを占めている

ことがわかる（図表1）。

　わが国の建設業を取り巻く環境をみると、

バブル経済崩壊以降、国内建設市場の縮小を

受け長い不況のトンネルを抜けられずにい

た。公共事業の削減が相次ぎ、停滞する景気

の影響から民間の建設需要も減退した。国内

建設投資額は、1992年度の83.9兆円をピーク

に減少傾向が続き、リーマンショックや自由

（備考	）中小企業庁『中小企業実態基本調査』をもとに信
金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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民主党から民主党への政権交代の影響を受け

た2010年度には41.9兆円とピーク時の半分程

度の水準にまで落ち込んだ（図表2）。

　しかし、2011年3月に発生した東日本大震

災からの復旧・復興工事に加え、2020年開

催予定の東京五輪関連投資、防災・減災対策

や老朽インフラの修繕需要などにより、建設

業を取り巻く環境は好転した。国内建設投資

額は2010年度を底に上昇をはじめ、2016年

度には前年度比1.6%増加の51.7兆円になる見

通しである。『五輪直前に建設需要がピーク

を迎えるため、2019年3月期まではこの好況

が続く。』との予想もみられる。当然、2020

年以降のポスト五輪問題が懸念されるが、五

輪後もインフラ更新や再開発、リニア中央新

幹線などの大型案件が控えているので、わが

国の建設業は中期的にも好況が続きそうな様

相である。

（2 ）深刻さが増す建設業界の人材不足と高

齢化

　バブル経済崩壊以降の不況を脱し、好況に

沸く建設業であるが、足元では人手不足問題

が深刻である。建設業就業者数の推移をみる

と、1997年の685万人をピークに減少が続き、

2013年には500万人を割り込んだ（図表3）。

その後は、ほぼ横ばいで推移し、2016年は

492万人となった。

　これまでは、国内建設投資額の冷え込みに

合わせる形で就業者数も減少してきたと言え

よう。ところがここにきて、東日本大震災の

復旧・復興工事などの需要増が生じ、受注バ

ランスが崩れたことから人手不足問題が一気

に健在化したとみられる。

　また、建設業就業者の高齢化も大きな問題

である。建設業就業者数の年齢階層別推移を

みてみたい（図表4）。建設業就業者数が

ピークであった1997年と2015年を比較する

と、35歳未満の建設業就業者の割合は1997

年の30.2%から2015年の19.0%へと11.2ポイ

ント低下した。一方、55歳以上の建設業就

業者の割合は1997年の24.1%から2015年の

34.0%へと9.9ポイント上昇している。若年層

の建設業離れが進み、相対的に高齢層の割合

が高まった形である。このまま若年層の入職

が進まなければ、人手不足は一段と拍車がか

かると思われる。そのため、建設業にとって

若年層の入職促進や職場定着を図ることが喫

緊の課題の一つとなっている。

（備考	）総務省『労働力調査』をもとに信金中央金庫	地域・
中小企業研究所作成
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2 ．「全国中小企業景気動向調査」か
らみる中小建設業の現状

　建設業の特徴の一つに重層下請構造があ

る。そのため、実際の建設現場を請け負うの

は中小建設業者であることが多い。そこで当

研究所が全国の信用金庫の協力の下、約

16,000社の信用金庫取引先を対象に実施する

「全国中小企業景気動向調査」（以下、「景況

調査」という。）の最近の動向を、建設業

（2,206社が対象）に絞って分析し、建設業の

最前線における景況感と人手不足感について

概観することにした。

（1 ）業況判断D.I.から考察する中小建設業の

景況感

　まず、中小建設業者の景況感についてみて

みる。「景況調査」における中小建設業の業

況判断D.I.（業況「良い」−「悪い」）は、2009年

6月期の△50.6ポイントを底に上昇を始め、

2013年9月にはプラスに転じた（図表5）。直

近の2016年12月期にはプラス9.5ポイントと

なっており、中小建設業の景況感の改善は続

いている。

（備考	）『全国中小企業景気動向調査』をもとに信金中央金
庫	地域・中小企業研究所作成
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（2 ）人手過不足判断D.I.から考察する中小建

設業の人手不足感

　「景況調査」における中小建設業の人手過

不足判断D.I.（人手「良い」−「悪い」）は、2011

年9月期以降マイナス圏に位置する（図表6）。

特に2014年以降、本格化した東日本大震災

からの復旧・復興工事に加え、東京五輪関連

投資、防災・減災対策や老朽インフラの修繕

需要などの影響もあって、人手不足感は歴史

的にみても強い状況にある。

　さらに足元における人手過不足判断D.I.の

動きを地域別にみてみたい（図表7）。2016

年12月期の地域別の人手過不足判断D.I.は、

全11地域でマイナスとなり、全国的に人手

不足が鮮明であった。特に南九州では、

2016年12月期に△44.7ポイントと、前期か

ら12.7ポイントマイナス幅が拡大した。この

背景には、2016年4月に発生した熊本地震か

らの復旧・復興工事により需給が逼迫したた

めと考えられる。また、東日本大震災からの

復旧・復興工事が継続している東北も△42.7

ポイントで、全国を10.1ポイント下回ってい

る。2020年に東京五輪開催を控える首都圏

では、△26.9ポイントとなり、全国同様に人

手不足感が強い。今後、東京五輪関連の建設

投資が本格化すればさらに人手不足感が強ま

る可能性もあり、全国への影響拡大に注意を

要しよう。
（備考	）『全国中小企業景気動向調査』をもとに信金中央金

庫	地域・中小企業研究所作成
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3 ．中小建設業の展望

　建設業の第一の役割は、住宅・社会資本の

整備や適切な維持修繕・更新活動を通じて国

や地域の発展を支えることであろう。こうし

たなか、建設業が国民の期待に高いレベルで

応え続けるには、時代の変化に適応して、建

設業自体が発展し続ける必要がある。

　その際に制約となるのが人手不足問題であ

ろう。既にみてきたように、大手ゼネコンだ

けでなく中小建設業についても人手不足問題

が顕在化している。今後の人口減少社会にお

いては就業人口、特に若年層の新規入職がま

すます難しくなるおそれもある。この状況を

脱し、建設業が持続的に発展するためには、

①生産性の向上、②人材の確保という2つの

側面から対策を講じ、人手不足問題を解決す

る必要がある。

（1 ）生産性の向上

　建設業就業者数が減少するなかで、建設需

要の拡大に応えるためには、生産性の向上が

不可欠である。と言うのも、生産性の向上に

より工期短縮などが実現すれば、建設業就業

者数の減少による人手不足を一定程度吸収で

きると考えられるためである。さらに建設コ

ストが縮減すれば、技能労働者の世代交代や

女性が活躍するための環境整備にかかる投資

金額の捻出にもつながるだろう。こうした生

産性の向上への取組みは中小建設業について

も同様である。

　生産性の向上に向けて、近年では「省力

化」「自動（ロボット）化」などをキーワー

ドに、様々な研究開発が進んでいる。すでに

衛星測位システムを利用した無人航空機（ド

ローン）や、走行型計測車両などのハードが

生み出され、建設現場の省力化・自動化に貢

献している。また、中小建設業の間でもIOT

（Internet	of	Things　モノのインターネット

化）の導入が始まっており、かつてのような

経験と勘に頼った職人芸から経験の浅い若年

労働者や体力面で難しい女性労働者でも即戦

力となり得る環境に変わりつつある。

　ただし、重層下請構造を持つ建設業におい

ては、個々の企業の生産性向上に向けた努力

だけでは限界がある。元請から中小零細の下

請企業までが一致協力し、産業全体で生産性

向上を図る必要があるだろう。

（2 ）人手の確保

　建設業が必要な労働力を確保するために

は、若年労働者の入職を進め、技術やノウハ

ウを伝承していく必要がある。そもそも若年

層の建設業離れが進んだ要因として、賃金・

給与水準の低さや労働環境および雇用環境の

イメージの悪さがあるのではないか。建設業

をとりまく諸課題を解決し、こうしたマイナ

スイメージを払拭することで、若年層の入職

を促進することができよう。

　本稿では最近のトピックスとして、①公共

工事設計労務単価の引上げ、②社会保険加入

促進、③女性の活躍拡大を紹介する。
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　①　公共工事設計労務単価の引上げ

　国は公共工事を発注する際の公共工事設

計労務単価を2013年度より急速に引き上

げ、2016年度の改訂では2012年度比35%

の大幅な改善となった。これは、人手不足

に伴う労務費の上昇を反映したものであ

る。建設業就業者が実際に受け取る賃金が

上昇することは、人手不足解消に向けて大

きな意味を持つだろう。

　②　社会保険加入促進

　建設業の抱える課題の一つに社会保険へ

の加入状況が低いことがある。そこで国土

交通省や厚生労働省を中心に加入促進策が

動き始めた。2015年1月には日本建設業連

合会により「社会保険加入促進要綱」が定

められ、会員企業による足並みを揃えた加

入運動も開始されている。引続き社会保険

完備を通じ若い建設業就業者が安心して働

き続けられる環境を整備する必要がある。

　③　女性の活躍拡大

　国土交通省と民間建設業5団体は2014年

8月に、女性技術者・技能者の5年以内の

倍増を目指した行動計画「もっと女性が活

躍できる建設業行動計画」を策定し、活動

を開始した（図表8）。この行動計画では、

業界団体や企業による女性採用に関する数

値目標設定、女性が働き続けられるハード

面の環境整備などが掲げられている。

　21世紀は、あらゆる分野で女性の社会

進出や地位向上が進み、女性が産業の中心

的役割を担うとの意見もある。建設業にお

いても、人材の確保や技能労働者の世代交

代には女性の活躍拡大が欠かせないだろ

う。建設業は男性中心に発展してきた経緯

があり、他産業と比べて女性の進出および

活躍が遅れている。そのため、まずは行動

計画を進めることで、女性が安心して入職

できる環境を整備していく必要がある。

　これらのように建設業の人手不足に対し

て、官民を挙げた取組みが広がりつつあ

る。建設業は、こうした環境変化を契機と

して、若年層が希望を持って入職できる業

界への転換を図っていくことが求められ

る。そのためには、人材の確保や育成の仕

組みを体系化していくこと、従業員の待遇

改善、取引先業者への発注条件改善などが

重要である。また、建設業の魅力・やりが

いを若年層に向けて積極的に発信し、イ

メージアップに取り組むことも必要である。

（出所）（一社）日本建設業連合会HP

図表8　けんせつ小町のロゴ

けんせつ小町
建設業で活躍する女性の愛称・ロゴマーク。日本建設業
連合会が2014年に公募で決定した。建設業界は、柔軟
な勤務形態や、働きやすい現場環境など、女性が働きや
すい環境整備を進めている。
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4．建設業の経営事例

　本稿では、堅実な経営で業績を伸ばしなが

らも、人手不足問題の解決に真摯に向き合う

建設業者の経営事例を紹介する。

（1）株木建設 株式会社

　①　事業概要・沿革

　当社は、建築・土木工事一式を請け負う

総合建設会社である。当社の創業は1921

年（大正10年）。初代社長の株木政一氏が

茨城県土浦市荒川沖に当社の前身である

「株木工業所」を設立し、霞ヶ浦海軍航空

隊の飛行場建設を手掛けたことに始まる。

戦時下においては軍の工事に従事し、終戦

後は食糧増産という国家的な要請を受け

て、霞ヶ浦での干拓事業に携わった。以

来、当社は土木事業と建築事業を2本柱に

業容を拡大し、現在では全国的なスケール

で事業を展開する総合建設会社として、建

設にかかわる広範なニーズに応えている。

　②　「スーパーB」の道を進む

　大手ゼネコンに企業規模では劣っても、

高い品質のサービス提供力と、特定の得意

分野を持つ中堅ゼネコンが、当社の目指す

「スーパーB」である。社員に求められる

ものは、現場の最前線に身を置き、作業員

が安全に働きやすい環境を整え、出来高が

順調に上がるような気の利いた段取りがで

きることだ。必要であれば、デザイナーや

近隣住民との折衝など、手間のかかる面倒

な仕事にも粘り強く取り組む。この姿勢が

顧客からの厚い信頼につながっている。ま

た技術面においては、山岳トンネル掘削用

の「ドーナツ型トンネルボーリングマシー

ン」の開発など、独自の先進技術開発にも

注力している。売上至上主義を排除し、工

事の質を追及する「スーパーB」の道を進む

ことで、当社は堅実に業績を伸ばしている。

　③　KCS改善活動

　当社は、トヨタ生産方式（TPS）によ

る「改善活動」にヒントを得て、当社独自

の「カブキ・コンストラクション・システ

ム（KCS）」を確立し、KCS改善活動を展

開中である。KCS改善活動は、現場で起

こった「工程・原価・品質・安全・環境」

株木建設 株式会社

当社の概要

社 	 名	
代 表 者	
所 	 在	
創 	 業	
従 業 員 数	
年 	 商	
業 	 種	

株木建設	株式会社	
株木	雅浩	
茨城県水戸市吉沢町	
1921年	
377名	
324億円	
総合建設業	

（備考	）当社提供資料をもとに信金中央金庫	地域・中小企
業研究所作成
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に関する不具合を全社で共有し、対策を迅

速・適切に講じることにより不具合を解消

するとともに、ノウハウを蓄積すること

で、会社内で同じミスを2度と繰り返さな

いことを目標とする。2008年にスタート

したKCS改善活動は全社的に浸透してお

り、ムリ・ムラ・ムダを排除した効率的な

経営や、人材育成、風通しの良い企業文化

創造にもつながっている。

　④　環境保全活動

　当社は、環境マネジメントシステムの国

際規格であるISO14001認証を取得し、環

境に配慮した「良い製品」造りを通じて、

地球環境の保全と地域環境への貢献を目指

している。また、当社を中核とするグルー

プ企業ではバイオマスプラントを設け、地

域で発生した食品廃棄物をバイオマス資源

に循環させる取組みを進めている。経済本

位から循環型社会への転換を牽引し、将来

に亘る持続可能な社会を実現させたいとい

う株木グループの理念を体現したものと言

えよう。

　⑤　人手不足への対応

　当社は建設業界の人手不足の要因に、元

請業者の在り方を挙げる。重層下請構造の

なか、下請業者は低利益の工事や時には赤

字工事を受注せざるを得ないケースもある

のではないか。元請業者が赤字工事を受注

し、協力下請業者に赤字を「押し付ける」

ことは、現場で働く作業員の賃金削減や下

請業者の財務悪化を招き、建設業就業者の

離職や下請業者の廃業につながるおそれも

ある。当社は元請業者の責任として、下請

業者の採算低下を招くような工事は決して

受注しない方針を貫いている。自社のみな

らず、協力下請業者も含めた業界全体の利

益を追求することが、建設業界の人手不足

に歯止めをかけ、建設業の発展につながる

と考えている。

（2）株式会社 五成建業

　①　事業概要・沿革

　当社は営業基盤である東京都心部を中心

に、オフィスビルの原状回復工事やマン

ション・住宅のリフォーム、レイアウト変

更工事、耐震補強・防水・外壁補修・内装

仕上げ工事などのリニューアル工事を手掛

ける。特に歴史的建造物のリフォーム・リ

ニューアル工事に強みを持ち、『建物の価

値を向上させる。』提案を積極的に行うス

タイルである。歴史的に価値のある建造物

については、全面リニューアルではなく、

修復工事で対応することを提案し、多くの

現場で採用されている。

　当社は1971年、先代の安河内馨氏が東

京都渋谷区にて創業したことに始まる。当

時は新築ブームで、建物の改修や修理は建

築家から敬遠される時代であったが、『人

が嫌がる仕事こそチャンスである。』との

思いから、地道にリフォーム工事に注力し

た。その姿勢が評価され、創業2年後の

1973年には㈱大林組に認定され、直接取
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引が始まった。以来、堅実に施工実績を積

み重ね、㈱大林組をはじめとする取引先企

業から高い信頼を勝ち取っている。

　②　建物の価値を向上させる提案

　当社は創業以来、建物の価値を向上させ

るリフォーム工事に取り組んできた。建造

物には一軒ごとに異なる歴史があるため、

当該建造物の設計者や利用者の思いを理解

し、様々な職種の技術者と共に最新の技術

と素材でオーダーメイドのリフォーム工事

を提案する。当該建造物の歴史を大切に

し、古いものを残しながらも、最新の技術

を駆使したリフォーム工事により、建造物

に新たな歴史を積み重ねていくことは、創

業以来変わらない当社の理念である。

　③　環境保全活動

　当社は、環境省が策定するエコアクショ

ン21の認証を受け、環境保全活動を徹底

し、循環型社会の形成に貢献している。当

社が中核事業として手掛けるリフォーム工

事にも、地球環境の保全を考慮して、『改

良して長く使用する。』という方針が貫か

れる。事業活動のあらゆる分野において地

球環境から受ける計り知れない恩恵を、現

在だけでなく将来世代に亘って受け継いで

いく。

　④　人手不足への対応

　建設業は、いわゆる3K業種とされ、労

働環境のイメージも若年層に影響している

のだろう。当社は人手不足への対応とし

て、こうした建設業に対するマイナスイ

メージの払拭を目指して活動している。

　多くの中小企業は、業務内容や報酬、福

利厚生の充実で就業を希望する若年層に魅

株式会社 五成建業

当社の概要

社 名	
代 表 者	
所 在	
創 	 業	
従 業 員 数	
年 	 商	
業 	 種	

株式会社	五成建業	
安河内	仁	
東京都世田谷区上馬4-13-19	
1971年	
11名	
4億円
建築工事一式	

（備考	）当社提供資料をもとに信金中央金庫	地域・中小企
業研究所作成

（備考）1．㈱大林組の現場・朝礼風景
2．webサイト「世田谷区で働こう！」

建設現場の様子
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力を打ち出すのが困難である。企業の魅力

が若者に理解されてはじめて、彼（女）ら

は、入職を希望するだろうし、さらに若年

層が自らその魅力を拡散していこう。当社

は、海に浮かぶ氷山の一角（資本金、従業

員数、有形資産など）ではなく、氷山の下

の企業資産（強い魅力）や、目に見えにく

い無形資産（少数精鋭のなかで経験と知

識・技術を磨いていけるなどの企業競争力

の源泉）を積極的に伝えることで、人手不

足の解決・人材確保にチャレンジしている。

　その一つが、WEBページを通じた建設

業界および自社の魅力の発信である。各種

求人サイトに積極的に自社ページを掲載

し、会社概要や雇用条件面だけでなく、建

設業界の魅力・自社の魅力・企業理念や代

表者の思いを伝えている。建設業の将来を

担う若年層が希望を持って入職できるよ

う、まずは自ら魅力の発信に努めている。

若年層が建設業の魅力に触れるきっかけ作

りが大切と考える。

　また、当社は社員教育にも熱心であり、

現在社内には1級建築士、1級建築施工管

理士といった有資格者が在籍する。彼ら

は、入社後に資格を取得したとのことであ

る。資格取得にかかる費用負担など、全面

的に当社がバックアップすることで、人材

育成、職場定着を図っている。これは、若

年層に建設業界で長く活躍してもらいたい

という、代表者の思いを具現化した取組み

と言えよう。

おわりに

　本稿の経営事例で示したとおり、堅実な経

営を続ける企業には、自社の利益だけではな

く、建設業全体の利益を追求するという共通

点があった。また、環境保全や若年人材の確

保など、建設業界の持続可能な発展のために

様々な取組みを行っていることも確認でき

た。これら事例企業への取材を通じて、国の

基盤を形成する重要産業としての建設業の社

会的意義と責任を認識し、強い信念を持ち行

動する企業が、建設業界、大袈裟に言えばわ

が国を支えているのだと改めて感じた。

〈参考文献〉
・（一社）日本建設業連合会『建設業ハンドブック』（2016年版）

・（一財）建設業情報管理センター『建設業の経営分析』（2016）

・国土交通省『建設現場の生産性に関する現状』（2015）

・中小企業庁『中小企業白書』（2016年版）

・新日本有限責任監査法人『建設業界の基本と取引のポイント』

・信金中央金庫	地域・中小企業研究所『全国中小企業景気動向調査』	
URL⇒http://www.scbri.jp/keikidoukou.htm
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第166回「全国中小企業景気動向調査」の概要
1．調査時点：2016年12月1日〜7日
2．調査方法：全国の信用金庫営業店の調査員による面接聴取りによる感触調査
3．分析方法：各質問事項について、「増加」（良い）−「減少」（悪い）の構成比の差
	 　　　　　　＝判断D.I.に基づく分析
4．標 本 数：15,792企業（うち建設業は2,206企業）
	 　　　　　　有効回答数14,245企業・回答率90.2%
5．地域区分：関東は茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野の6県、首都圏は埼玉、千葉、東京、神奈川の

1都3県、東海は岐阜、静岡、愛知、三重の4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九
州は熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄の5県である。
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（キーワード）  金融仲介機能のベンチマーク、事業性評価、KPI、バランス・スコアカード

（視　点）

　2016年9月に金融庁が「金融仲介機能のベンチマーク」を公表した。同年10月の「金融行政方

針」では、事業性評価の取組みとともにベンチマーク等を活用した金融機関の自己点検・評価、

企業への自主的な情報開示、当局との対話が促されている。

　本稿では、｢金融仲介機能のベンチマーク｣ について、まず、地域銀行による開示例などを確

認する。その上で、信用金庫が自己点検・評価、開示、対話を行っていく際の参考となるよう、

経営管理のフレームワークを ｢補助線｣ として用いる。補助線を引くことで図形の問題が見通

しよく解けるように、多くのベンチマークやそれらの関係をKPIマネジメントやバランス・スコ

アカードの枠組みで整理することによって、ベンチマークに振り回されることなく主体的に使

いこなすための情報を提供する。

（要　旨）

⃝	ベンチマークは、厳密な定義が示されているわけではなく、そもそも事業性評価の定義付

けが各金融機関に任せられているなど、金融機関が判断できる余地が大きいものといえる。

⃝	ベンチマークの開示は17年3月期計数から徐々に広がっていくと見込まれるが、一部の積極

的な地域銀行では決算説明会などの場で自主的開示をすでに行っている。

⃝	ベンチマークは事業性評価を主軸としたビジネスモデルを機能させていくためのKPIとみ

なすことができる。また、バランス・スコアカードの4つの視点から、ベンチマークや従来

の経営指標を整理することができる。

⃝	各信用金庫においては、ベンチマークはあくまでも道具に過ぎないことを忘れずに、それ

に振り回されることなく、主体的に使いこなしていくことが肝要といえる。

調 査

｢ベンチマーク｣ の捉え方

信金中央金庫 信用金庫部上席調査役

井上　有弘
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はじめに

　本稿では、｢金融仲介機能のベンチマーク｣

について、地域銀行による開示例などを確認

したうえで、信用金庫が自己点検・評価、開

示、対話していく際の参考となるよう、経営

管理のフレームワークと関連づけて、使いこ

なしていくための情報を提供する。

　ベンチマーク（Benchmark）とは、一般的

には測量における水準点を意味する。そこか

ら転じて、資産運用や証券投資における指標

銘柄など、比較に用いる指標を意味するよう

になった。対して、金融庁による ｢金融仲介

機能のベンチマーク｣ は、｢金融機関におけ

る金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価で

きる多様な指標｣ として、また ｢自己点検・

評価、開示、対話のツール｣ として策定、公

表されたものである。その項目をみると、金

融庁による融資先企業へのヒアリング・アン

ケート調査結果などを反映して、金融機関の

財務指標に限らず、顧客である企業の視点な

どが広く取り入れられている。

　つまり、｢金融仲介機能のベンチマーク｣

（以下 ｢ベンチマーク｣ （注1）という。）は、一

般的な用語法とは異なり、一律に定められた

監督行政上の目標ではなく、ツールや手段と

して用いることができる選択、裁量の余地が

大きいものといえる。このことがかえって利

用する各信用金庫に判断を迫る面があるが、

そうした面も含めて、ベンチマークに振り回

されず、主体的に使いこなすための関連情報

を提供したい。

1．金融仲介機能のベンチマーク

　｢金融仲介機能のベンチマーク｣ が金融庁

から正式に公表されたのは2016年9月15日で

ある。その後、同年10月に「平成28事務年

度金融行政方針」が公表されている。

（1）ベンチマーク策定の趣旨

　ベンチマーク策定の趣旨について金融庁

は、｢金融機関が、自身の経営理念や事業戦

略等にも掲げている金融仲介の質を一層高め

ていくためには、自身の取組みの進捗状況や

課題等について客観的に自己評価することが

重要である。｣ としている。その上で、｢こう

した考え方の下、有識者会議での議論等も踏

まえ、金融機関における金融仲介機能の発揮

状況を客観的に評価できる多様な指標｣ を策

定・公表するとしている。また、ベンチマー

クが活用される場面として、①（金融機関に

よる）自己点検・評価、②（企業への）自主

的開示、③（監督当局との）対話の実施、が

示されている（図表1）。

（2）ベンチマークの3区分

　ベンチマークは、共通ベンチマーク、選択

ベンチマーク、独自のベンチマークに3区分

されている（図表2）。

　また、具体的な項目や内容としては、共通

（注）1	．経済産業省による ｢ローカルベンチマーク｣（通称:ロカベン）は、金融機関ではなく企業の経営状態の把握を行うツール
として事業性評価の「入口」として活用されることが期待されるものであり、｢金融仲介機能のベンチマーク｣ とは異なる。
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ベンチマークとして5つのベンチマーク、選

択ベンチマークとして50のベンチマークが

示されている（図表3）。

　なお、ベンチマークに関する地域金融機

関向けの説明会では、｢金融機関からベンチ

マークの各項目の定義の明確化についてご

要望が寄せられたことや、他の金融機関と

の比較可能性を確保することを踏まえ｣、金

融庁から一定の定義が示されている。一方

で、この定義を参考に、｢各金融機関におか

れては、営業店の事務負担やシステム対応

等を考慮した上で、ベンチマークの各指標

の活用についてご検討ください。｣ とされて

いる。つまり、各ベンチマークについては、

厳密な定義が示されているわけではなく、

そもそも事業性評価の定義付けが各金融機

関に任せられているなど、金融機関が判断

できる余地が大きいものといえる。

図表1 　ベンチマークの活用

①自己点検・評価

ベンチマークの具体的項目については、全ての金融機関が金融仲介の取組みの進捗状況や課題等を客
観的に評価するために活用可能な「共通ベンチマーク」と、各金融機関が自身の事業戦略やビジネス
モデル等を踏まえて選択できる「選択ベンチマーク」を提示している。これらに加え、金融機関にお
いて金融仲介の取組みを自己評価する上でより相応しい独自の指標がある場合には、その指標を活用
することも歓迎したい。
今後、金融機関との対話等を通じて見直しを行いながら、ベンチマークを関係者にとって納得感のあ
る、より良いものにしていきたい。

②自主的開示

企業にとっては、自らのニーズや課題解決に応えてくれる金融機関を主体的に選択できるための十分な
情報が提供されることが重要であり、金融機関においては、ベンチマークを用い、自身の金融仲介の取
組みを積極的かつ具体的に開示し、企業との間の情報の非対称性の解消に努めていただきたい。

③対話の実施

金融機関における金融仲介の取組みについては、単一のベストプラクティスがあるわけではなく、そ
れぞれの金融機関が自主的に創意工夫を発揮して、企業の価値向上に資するような取組みを検討・実
施していくべきものである。
監督当局としては、各金融機関における取組みの進捗状況や課題等について、他の金融機関との比較
を含め、出来る限り具体的に把握し、それに基づき、各金融機関が金融仲介の質を高めていけるよう
な、効果的な対話を行っていきたい。

（備考	）金融庁資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

（備考	）金融庁資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究
所作成

図表2　ベンチマークの3区分
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図表3 　金融仲介機能のベンチマーク一覧
1．共通ベンチマーク

項目 共通ベンチマーク

（1）	取引先企業の経営改善や
成長力の強化

1	．金融機関がメインバンク（融資残高1位）として取引を行っている企業のうち、経営
指標（売上・営業利益率・労働生産性等）の改善や就業者数の増加が見られた先数、
及び、同先に対する融資額の推移

（2	）	取引先企業の抜本的事業
再生等による生産性の向
上

2	．金融機関が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況
3	．金融機関が関与した創業、第二創業の件数
4	．ライフステージ別の与信先数、及び、融資額（先数単体ベース）

（3）	担保・保証依存の融資姿
勢からの転換

5	．金融機関が事業性評価に基づく融資を行っている与信先数及び融資額、及び、全与
信先数及び融資額に占める割合（先数単体ベース）

2．選択ベンチマーク
項目 選択ベンチマーク

（1）	地域へのコミットメン
ト・地域企業とのリレー
ション

1	．全取引先数と地域の取引先数の推移、及び、地域の企業数との比較
　	（先数単体ベース）
2	．メイン取引（融資残高1位）先数の推移、及び、全取引先数に占める割合
　	（先数単体ベース）
3．法人担当者1人当たりの取引先数
4．取引先への平均接触頻度、面談時間

（2）	事業性評価に基づく融資
等、担保・保証に過度に
依存しない融資

5	．事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示して対話を行っている取引先数、
及び、左記のうち、労働生産性向上のための対話を行っている取引先数

6	．事業性評価に基づく融資を行っている与信先の融資金利と全融資金利との差
7	．地元の中小企業与信先のうち、無担保与信先数、及び、無担保融資額の割合
　	（先数単体ベース）
8．地元の中小企業与信先のうち、根抵当権を設定していない与信先の割合
　	（先数単体ベース）
9．地元の中小企業与信先のうち、無保証のメイン取引先の割合
　	（先数単体ベース）
10．中小企業向け融資のうち、信用保証協会保証付き融資額の割合、及び、100%保証

付き融資額の割合
11	．経営者保証に関するガイドラインの活用先数、及び、全与信先数に占める割合
　　（先数単体ベース）

（3	）	本業（企業価値の向上）
支援・企業のライフス
テージに応じたソリュー
ションの提供

12．本業（企業価値の向上）支援先数、及び、全取引先数に占める割合
13．本業支援先のうち、経営改善が見られた先数
14	．ソリューション提案先数及び融資額、及び、全取引先数及び融資額に占める割合
15．メイン取引先のうち、経営改善提案を行っている先の割合
16．創業支援先数（支援内容別）
17．地元への企業誘致支援件数
18．販路開拓支援を行った先数（地元・地元外・海外別）
19．M&A支援先数
20．ファンド（創業・事業再生・地域活性化等）の活用件数
21．事業承継支援先数
22．転廃業支援先数
23	．事業再生支援先における実抜計画策定先数、及び、同計画策定先のうち、未達成先の割合
24	．事業再生支援先におけるDES・DDS・債権放棄を行った先数、及び、実施金額
　　（債権放棄額にはサービサー等への債権譲渡における損失額を含む、以下同じ）
25．破綻懸念先の平均滞留年数
26．事業清算に伴う債権放棄先数、及び、債権放棄額
27．リスク管理債権額（地域別）
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2 ．地域銀行による開示例

　ベンチマークの公表を受けて、各金融機関

はまず、16年3月期までの実績をもとに把握

可能な指標、独自の指標を各財務局に提出す

るよう要請されている。ベンチマークの開示

は、17年3月期計数から徐々に広がっていく

と見込まれるが、一部の積極的な地域銀行で

は決算説明会などの場で自主的な開示をすで

に行っている。ここでは、こうした開示例や

決算説明会での頭取等のコメントを紹介する。

（1 ）共通ベンチマークの開示例

　山形銀行は、16年12月7日付の ｢金融仲介

機能のベンチマークの公表について｣ （注2）に

おいて、同行による取組方針や各ベンチマー

クの定義を示したうえで、5つの共通ベンチ

マークについて16年3月期計数による具体的

（注）2	．http://www.yamagatabank.co.jp/release/pdf/774.pdf（山形銀行ニュースリリース　2016年12月8日）

項目 選択ベンチマーク

（4	）経営人材支援
28．中小企業に対する経営人材・経営サポート人材・専門人材の紹介数
　　（人数ベース）
29．28の支援先に占める経営改善先の割合

（5	）	迅速なサービスの提供等
顧客ニーズに基づいた
サービスの提供

30	．金融機関の本業支援等の評価に関する顧客へのアンケートに対する有効回答数
31	．融資申込みから実行までの平均日数（債務者区分別、資金使途別）
32	．全与信先に占める金融商品の販売を行っている先の割合、及び、行っていない先の

割合（先数単体ベース）
33	．運転資金に占める短期融資の割合

（6）	業務推進体制

34	．中小企業向け融資や本業支援を主に担当している支店従業員数、及び、全支店従業
員数に占める割合

35	．中小企業向け融資や本業支援を主に担当している本部従業員数、及び、全本部従業
員数に占める割合

（7）	支店の業績評価 36	．取引先の本業支援に関連する評価について、支店の業績評価に占める割合

（8）	個人の業績評価
37	．取引先の本業支援に関連する評価について、個人の業績評価に占める割合
38	．取引先の本業支援に基づき行われる個人表彰者数、及び、全個人表彰者数に占める

割合
（9）	人材育成 39	．取引先の本業支援に関連する研修等の実施数、研修等への参加者数、資格取得者数

（10）	外部専門家の活用
40	．外部専門家を活用して本業支援を行った取引先数
41	．取引先の本業支援に関連する外部人材の登用数、及び、出向者受入れ数（経営陣も

含めた役職別）

（11	）	他の金融機関及び中小
企業支援策との連携

42	．地域経済活性化支援機構（REVIC）、中小企業再生支援協議会の活用先数
43	．取引先の本業支援に関連する中小企業支援策の活用を支援した先数
44	．取引先の本業支援に関連する他の金融機関、政府系金融機関との提携・連携先数

（12）	収益管理態勢 45	．事業性評価に基づく融資・本業支援に関する収益の実績、及び、中期的な見込み

（13）	事業戦略における位置
づけ

46	．事業計画に記載されている取引先の本業支援に関連する施策の内容
47	．地元への融資に係る信用リスク量と全体の信用リスク量との比較

（14）	ガバナンスの発揮

48	．取引先の本業支援に関連する施策の達成状況や取組みの改善に関する取締役会にお
ける検討頻度

49	．取引先の本業支援に関連する施策の達成状況や取組みの改善に関する社外役員への
説明頻度

50．経営陣における企画業務と法人営業業務の経験年数（総和の比較）

（備考	）金融庁資料より作成
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な計数を開示している（図表4）。

（2）選択ベンチマークの開示例

　山陰合同銀行（本店：松江市）は、16年12月

7日に東京で開催した会社説明会の資料（注3）

上でベンチマークを開示している（図表5）。

各ベンチマークは、同行の中期経営計画の3

つの重点施策に対応する形で掲載されてい

る。例えば、重点施策の1つ ｢事業支援体制

の強化｣ では、選択ベンチマークのうち業務

推進体制（選択35）、人材育成（選択39）、支

店の業績評価（選択36）、個人の業績評価

（選択37，38）の6つが選択されている。

（3 ）独自ベンチマークの開示例

　独自ベンチマークについては、池田泉州銀

（注）3	．http://www.gogin.co.jp/www/contents/1000000037000/files/ir2016_sk12.pdf（山陰合同銀行IR情報　2016年12月7日）

（備考）山形銀行公表資料より作成

（1）取引先企業の経営改善や成長力の強化
金融機関がメインバンクとして取引を行っている企業のうち、経営指標等の改善がみられた先数および
同先に対する融資額

メイン先数
メイン先の融資残高
⇒当行をメインバンクとしてご利用いただいているお取引先のうち70％超の売上高が増加

4,856先
3,844億円

うち経営指標等が改善した先数
上記の融資残高

3,505先
3,365億円

共通01

（2）取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上
金融機関が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況
条件変更総数

⇒貸付条件変更を実施し、かつ経営改善計画を策定しているお取引先のうち、約77％の計画が順調に進捗

1,075先 113先
660先

302先
（539先）

うち好調先
うち不調先

うち順調先
（計画なしの先）

共通02

（3）担保・保証依存の融資姿勢からの転換
金融機関が事業性評価に基づく融資を行っている与信先数、融資額および全与信先数、融資額に
占める割合（先数単体ベース）
事業性評価に基づく融資を行っている与信先数および融資残高
上記計数の全与信先数および当該与信先の融資残高に占める割合
⇒事業性評価先は全与信先の3.6％である一方、融資残高は全体の約25％を占める。
　＝事業性評価を行っているお取引先に積極的に融資対応

共通05

ライフステージ別の与信先数（先数単体ベース）および融資残高

ライフステージ別の与信先数
上記与信先に係る融資残高
⇒全与信先の80％超が｢成長期｣、｢安定期｣に区分
※上記ライフステージに該当しない財務登録データのない先　202先／41億円

全与信先
10,694先
7,691億円

成長期
926先

709億円

低迷期
278先

179億円

再生期
811先

537億円

386先
3.6%

1,912億円
24.9%

創業期
717先

400億円

安定期
7,760先

5,825億円

共通04

金融機関が関与した創業、第二創業の件数
当行が関与した創業件数
⇒計233先のお取引先の創業支援、第二創業支援に関与

222件 11件当行が関与した第二創業件数
共通03

図表4　山形銀行の開示例
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（備考）	山陰合同銀行のIR資料より作成。なお、IR資料上には具体的な計数（ベンチマーク）が記載されている。

■業務推進体制
○事業支援体制の強化

中小企業向け融資や本業支援を主に担当している本部従業員数、及び、全本部従業員数に占める割合選択35

■人材育成
取引先の本業支援に関連する研修等の実施数、研修等への参加者数、資格取得者数選択39

■支店の業績評価
取引先の本業支援に関連する評価について、支店の業績評価に占める割合選択36

■個人の業績評価
取引先の本業支援に関連する評価について、個人の業績評価に占める割合選択37
取引先の本業支援に基づき行われる個人表彰者数、及び、全個人表彰者数に占める割合選択38

■取引先企業の経営改善や成長力の強化
○継続的な事業支援活動の実践

○企業のライフステージに応じたサービスの提供

当行がメインバンク（融資残高１位）として取引を行っている企業のうち、経営指標（売上、労働生産性等）の
改善や就業者数の増加が見られた先数（グループベース）、及び、同先に対する融資額の推移

共通01

■本業（企業価値の向上）支援・企業のライフステージに応じたソリューションの提供
本業（企業価値の向上）支援先数、及び、全取引先数に占める割合選択12

■取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上
ライフステージ別の与信先数（単体ベース）、及び、融資額共通04

■本業（企業価値の向上）支援・企業のライフステージに応じたソリューションの提供
創業支援先数（支援内容別）
販路開拓支援を行った先数
Ｍ＆Ａ支援先数
事業承継支援先数

■地域へのコミットメント・地域企業とのリレーション
全取引先数と地域の取引先数の推移、及び、地域の企業数との比較（先数単体ベース）選択01
メイン取引（融資残高１位）先数の推移、及び、全取引先に占める割合（先数単体ベース）選択02

選択16
選択18
選択19
選択21

■事業性評価に基づく融資等、担保・保証に過度に依存しない融資
地元の中小企業与信先のうち、無保証のメイン取引先の割合（先数単体ベース）
経営者保証に関するガイドラインの活用先数、及び、全与信先に占める割合（先数単体ベース）

選択09
選択11

■本業（企業価値の向上）支援・企業のライフステージに応じたソリューションの提供
事業再生支援先におけるＤＥＳ・ＤＤＳ・債権放棄を行った先数、及び、実施金額
事業再生支援先における実抜計画策定先数、及び、同計画策定先のうち未達成先の割合

選択24
選択23

■取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上
当行が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況共通02

■担保・保証依存の融資姿勢からの転換
当行が事業性評価に基づく融資を行っている与信先数（単体ベース）及び融資額、及び、全与信先数及び
融資額に占める割合
リスク管理債権額（地域別）選択27

共通05

■他の金融機関及び中小企業支援施策との連携
地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）、中小企業再生支援協議会の活用先数選択42

図表5　山陰合同銀行の開示例
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行（本店：大阪市）が比較的多い6つの独自

ベンチマークを開示している（注4）（図表6）。

独自ベンチマークとしては、当行が運営する

助成金制度への応募件数、合同企業説明会の

開催回数など当行独自の取組みのほか、選択

ベンチマークの組合せや選択ベンチマークの

内訳項目を独自に設定している。

（4）決算説明会での主なコメント

　このほか、16年11月から12月にかけて行わ

れた地域銀行の決算説明会（16年9月中間期）

でのベンチマークに関する頭取などの主なコ

メントは次のとおりである（図表7）。

　これらのコメントからは、対話や情報開示

に対する積極性と、目的を意識したうえで道

具として活用する主体的な姿勢がうかがえ

る。このほか、17年1月末にかけて、各地域

（注）4	．http://www.sihd-bk.jp/（池田泉州銀行ニュースリリース　2017年1月30日）

（備考）池田泉州銀行のIR資料より作成。なお、IR資料上には具体的な計数（ベンチマーク）が記載されている。

経営改善提案を行っている先数
産学連携件数
技術マッチング件数
当行助成金応募件数
公的機関による認証等の支援件数
合同企業説明会の開催回数

：選択ベンチマーク14および 43の対象先の合計として設定
：選択ベンチマーク12の内訳として設定
：選択ベンチマーク12の内訳として設定
：創業・新規事業開拓の支援として当行が運営する助成金への応募件数
：ものづくり補助金にかかる認定支援確認書発行件数、利子補給制度活用件数など
：合同企業説明会の開催回数、参加企業数、内定者数

独自1
独自2
独自3
独自4
独自5
独自6

図表6　池田泉州銀行の開示例

（備考）各行の決算説明会でのコメントより信金中央金庫　地域・中小企業研究所作成

※（　）内は各銀行の所在地域、下線は筆者

⃝	「当行にはこれまでも金融排除の実体はなく、今後も関係はないと考える。金融仲介機能のベンチマーク関連の
報告は、手間がかかるが、行員が少ない組織に比べれば、大した負担ではないと考える。｣（関東）

⃝	「当行では5年前から約1,800件の創業支援を行っており、うち約600件では芽が出ている。こういった支援につい
ては継続して、ベンチマークでうまく見せていければと思う。」（九州）

⃝	「企業との関係が重要なのであって、ベンチマークはゴールではなく、1つの道具として捉えるものだと考えてい
る。」（広域FG）

⃝	「金融仲介機能のベンチマークについては、意外な視点も含まれており経営の参考になるものだと考える。当局
には、（算出可能指標とその実績値を）すでに提出済であるが、指標の定義は銀行によって違ってくる。今後は、
当局との対話を経て積極的に開示していきたい。｣（東海）

⃝	「金融仲介のベンチマークは、単なる計数把握ではなく、金融仲介の質を高めていくために使っていく。それが、
ベンチマーク本来の意義だと考えている。｣（中国）

⃝	「とにかく一旦は提出してくれとのことだったので提出した。その上で、各銀行が力を入れていく項目を絞り込
んでいく。我々は地方創生に注力しているので、そうした指標を内外に発信し、経営強化を図っていきたい。｣

（東北）

⃝	「顧客に対して、自らのニーズや課題解決に応えてくれる金融機関を主体的に選択できるよう、十分な情報を提
供することは非常に重要であり、そのために取組成果を積極的かつ具体的に開示し、顧客との間の情報の非対称
性の解消に努めていきたい。｣（近畿）

⃝	「金融仲介機能のベンチマークでは、中小企業の与信先数（ライフステージ別、事業性評価にもとづく先）を重
視したい。｣（東北）

図表7　地域銀行の決算説明会における主なコメント
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銀行が公表したディスクロージャー誌（16

年9月中間期）などでベンチマークの開示状

況が明らかになってきている（注5）。しかし、

他の地域銀行等の開示状況を受けての横並び

の対応だけでは、ベンチマーク活用の実効性

は高まらない。コメントの多くにあるように、

地域金融機関自らによる自己点検・評価、企

業への自主的な開示、監督当局との対話のた

めのツールや道具として、主体的に使いこな

していく姿勢が重要となろう。

3 ．ベンチマークの捉え方

　本章では、各信用金庫がベンチマークを検

討、選択し、自己点検・評価、開示や対話の

場面で主体的に使いこなしていくために、参

考となる経営管理の考え方を紹介したい。

（1 ）KPIマネジメント

　ベンチマークを利用する際は、KGI、KPI

およびCSFなどからなる「KPIマネジメン

ト」と称される経営管理の手法を参考にする

と見通しが良くなる（図表8）。

　KGI（Key	Goal	Indicator）とは、戦略目

標、経営目標達成指標などと訳される指標で

ある。例えば3年後の売上高を○億円にする

というような、企業やプロジェクト等の最終

的な目標であり、定量的に把握できる主に財

務面の指標が設定される。事業会社において

は、売上高、利益水準や利益率などが選ばれ

ることが多い。

　 一 方 のKPI（Key	Performance	Indicator）

は、業績評価指標などと訳されるもので、最

終目標であるKGIを達成するためのプロセス

を評価するために中間的に設定される指標で

（注）5	．ベンチマークの自主的な開示方法は様々であり、例えば、これまでの地域密着型金融の取組みの一部として、ベンチマー
クと同様の計数を開示している地域銀行もある。

（備考）（独）中小企業基盤整備機構資料より作成

図表8　事業会社でのKPIマネジメントの例
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ある。達成状況を定点観測することで、最終

的な目標の達成に向けた経営行動を把握する

ことができる。KPIは複数設定されるのが一

般的で、財務指標に限定されるものではな

い。例えば市場シェアやクレーム件数、生産

リードタイム、社員の研修時間など財務指標

以外にも様々な指標が設定される。

　CSF（Critical	Success	Factor）は、重要

成功要因と訳されるように、定量的に把握で

きる指標ではなく、定性的な要因である。

KGIとKPIを橋渡しするものと説明されるこ

ともある。例えば、新市場開拓、技術力の向

上、スケジュール遵守の企業文化、社員のモ

チベーション向上などがあげられる。

　このように、KPIマネジメントでは、最終

的な目標であるKGIを達成していくために、

それに決定的な影響を与える要因（活動、取

組など）をCSF（重要成功要因）として捉

える。その上で、CSFを強化、充実させて

いくための管理指標としてKPIを設定し、管

理していく。さらに、あるKPIに対して、そ

の達成に必要な副次的なKPIが設定される場

合もある。

　こうした手法の背後にある考え方は、｢最

終的な成果を得るためには、成果そのもので

はなく、その要因となる活動をしっかり把握

し、そうした活動を管理するためにKPIを設

定していこう｣ というものである。つまり、

｢成果を出すために、成果そのものではなく

プロセスを管理する｣ という発想にもとづい

ている。

（2 ）信用金庫の経営環境からの捉え方

　KPIマネジメントの考え方を前提に、信用

金庫の経営環境の変化を踏まえてベンチマー

クをみると、その捉え方がより明確になると

いえる。

　信用金庫にとっての究極の目標は、地域に

おいて金融仲介機能を発揮し続けていくこと

であり、環境変化のなかでも持続可能なビジ

ネスモデルを確立することであろう。そのた

めの最終目標となる指標、すなわちKGIにつ

いては、従来は、営業推進活動の結果として

の預金や貸出金残高などボリューム面の指標、

さらにはそこから得られる期間利益、その蓄

積としての自己資本比率のような健全性にか

かる財務指標が選ばれることが多かった。

　しかし経営環境の変化を踏まえると、貸出

残高などのボリューム面の指標は、経営管理

のための指標としては十分に機能しなくなっ

ているといえる。背景には、人口減少、低金

利環境の継続や金融機関間の貸出競争から預

金貸出金利鞘の縮小が続き、さらに最近はマ

イナス金利政策が加わって、貸出金からの収

益性が一段と低下していることがある。実際

に13年度以降、信用金庫の貸出金残高は増

加に転じているものの、利鞘の縮小から貸出

金利息は減少が続いている（注6）。つまり、ボ

リュームの拡大だけでは収益に結びつかない

経営環境となっている。

　もちろん、期間利益の獲得や自己資本の蓄

積は、現在の経営環境下でも信用金庫がビジ

ネスを続けていくための条件であり、目指す

（注）6	．信用金庫業界の決算状況については、『信金中金月報』2016年10月号『マイナス金利下の信用金庫決算』を参照
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べき目標である。しかし、そこに至るために

は、ボリューム面の計数管理だけでは不十分

となっているのである。

　こうした問題意識（注7）にもとづき、金融庁

が経営環境変化のなかでも持続可能なビジネ

スモデルの1つの有力な選択肢と考えるの

が、顧客との ｢共通価値の創造｣ である。地

域金融機関においては、顧客本位の良質な

サービスを提供し、企業の生産性向上を助

け、結果として金融機関自身も安定した顧客

基盤と収益を確保する取組みとされている。

具体的には、金融機関に対し、担保・保証に

過度に依存することなく、取引先企業の事業

の内容や成長可能性等を適切に評価（｢事業

性評価｣）するよう促してきたとしている。

（3）KPIとしてのベンチマーク

　事業性評価つまり取引先企業の事業の内容

や成長可能性等を適切に評価していくビジネ

スモデルといっても、単一のベスト・プラク

ティス、唯一の正解があるわけではない。各

信用金庫においては、地域性や競合状況、規

模などに応じて、自らのビジネスモデルの最

適化を目指していく必要がある。

　また、貸出金残高などボリューム面の指標

が経営管理指標として十分に機能しないなか

では、営業活動の結果だけでなく、内部管理

プロセスを含め、各信用金庫が自らに適した

ビジネスモデルを検討していかなければなら

ない。こうしたなか、金融庁が用意した経営

管理のための指標が、5つの共通ベンチマー

ク、50の選択ベンチマークである。つまり、

ベンチマークは、プロセス管理のためのKPI

と捉えることができる（図表9）。もちろん、

プロセス管理のための指標はこれらに限らな

いので、各金融機関が独自のベンチマークを

活用することもできる。

　信用金庫の究極の目標は、地域において金

融仲介機能を持続的に発揮していくことであ

ろう。また、最終的な目標となる指標すなわ

ちKGIは、従来と同様に期間利益やその蓄積

としての自己資本などである。ただし、KGI

を達成するために重要な要因（CSF）は、

もはや担保・保証への依存を含む貸出の量的

拡大やそれに向けた営業手法ではない。代

わって有力な重要成功要因と考えられるの

が、取引先の経営改善や成長力の強化、生産

性の向上なのである。

　もちろん、金融庁は他のビジネスモデルや

CSFを排除しているわけではない。実際の

地域金融機関経営においても、事業性評価が

主体ではないビジネスモデルが少数ながら存

在する。しかし、ベンチマークに関する公表

資料の冒頭にあるように、ほとんどの地域金

融機関では、経営理念や事業戦略等において

企業のニーズや課題に応じた融資や解決策の

提供を掲げている。一方で、これらと営業現

場の行動や評価が必ずしも一致しておらず、

理念や戦略が組織的、継続的な取組みに落と

し込まれていない面があった。

（注）7	．金融庁の『平成27事務年度	金融レポート』（16年9月）では、地域銀行を対象とした分析において、金利の低下が継続する
なか、銀行全体として利鞘縮小を融資拡大でカバーできず、資金利益は減少が続いているとし、顧客向けサービス業務（貸
出・手数料ビジネス）の利益率は、2025年3月期に地域銀行の6割超でマイナスになる可能性を指摘している。
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　こうした問題意識から考えても、ベンチ

マークは事業性評価を主軸としたビジネスモ

デルを機能させるためのKPIとみなすことが

できる。ベンチマークのうち、5つの共通ベ

ンチマークがCSFに直結するベンチマーク

であり、そこにいたるプロセスを管理するた

めに各信用金庫が状況に応じて選ぶものが選

択ベンチマークであると整理できる。共通ベ

ンチマークについては、金融庁が多くの信用

金庫に共通するものと考えていることから

も、より中心的なKPIといえる。他方、選択

ベンチマークは、営業地盤の地域性や競合状

況、規模、注力分野、態勢整備状況など各信

用金庫の現状と目指すべき方向性に応じて、

有用なもののみを主体的に選択または独自に

設定し、活用すべきものとなる。

（4 ）バランス・スコアカードからみたベン

チマーク

　さらに、数多くのベンチマークを整理する

視点として、｢バランス・スコアカード｣

（BSC：Balanced	Scorecard）の考え方を紹

介したい。バランス・スコアカードは、バラ

ンスのとれた4つの視点から企業戦略を支援

するツールとして米国で開発された経営管理

のためのフレームワークである(注8)。4つの視

（備考）各種資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成

図表9　ベンチマークとKPIマネジメントの関係

（注）8	．BSCは、米国のハーバード大学のロバート・S・キャプランとコンサルティング会社社長のデビッド・P・ノートン氏が考
案したもの。背景には、1980年代の米国産業の衰退があり、その要因分析のために短期的な財務の視点だけでなく、非財務
的な長期的視点を取り入れて企業経営を評価するフレームワークを提供するものとされる。
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点とは、①財務の視点、②顧客の視点、③業

務プロセスの視点、④組織と人材の視点であ

り、これらの視点によって企業経営全般をカ

バーし、評価できる手法とされる。

　また、4つの視点を有機的につながった一

連の流れとして捉えることで、経営戦略を実

現するためのシナリオである ｢戦略マップ｣

を作り、各取組みの因果関係を図式化するこ

とができる。例えば、人材の育成を図ること

で、業務プロセスの改善が可能となり、それ

によって顧客志向のビジネス展開ができ、結

果的に収益に寄与する、といったストーリー

である。

　信用金庫経営に即して、バランス・スコア

カードの4つの視点から対応するベンチマー

クや従来の経営指標を整理すると次のように

なる（図表10）。

　①財務の視点は、バランス・スコアカード

においても経営の最終目標である。自己資本

比率のような監督行政上の指標や、不良債権

比率のような法定開示が義務づけられている

指標が含まれている。ただし、不良債権問題

が課題であった状況とは異なり、現在では顧

客である企業が金融機関を選択するための指

標としては十分ではない面がある。

　②顧客の視点は、金融行政方針が重視する

顧客本位の金融サービスと重なる部分が大き

く、共通ベンチマークはいずれもバランス・

図表10　バランス・スコアカードの視点でみたベンチマーク

視点 4つの視点の連鎖
（戦略マップ） 対応する主な経営指標・ベンチマークの項目 想定される

主な活用場面

財
務

①財務の視点 収益の向上が見込
め、財務体質の強
化につながる。

・自己資本比率
・不良債権比率
・コア業務純益

法定開示

非
財
務

②顧客の視点 顧客志向のビジネ
ス展開が可能にな
る。

共通（1）取引先企業の経営改善や成長力の強化	
共通（2）取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上	
共通（3）担保・保証依存の融資姿勢からの転換	
選択（2）	事業性評価に基づく融資等、担保・保証に過度に依存

しない融資	
選択（3）	本業支援・企業のライフステージに応じたソリュー

ションの提供

自主的な開示

③	業務プロセ
　スの視点

経営品質を高める
業務プロセス、内
部の仕組みの改善
が可能になる。

選択（6）業務推進体制	
選択（12）収益管理態勢	
選択（10）外部専門家の活用	
選択（11）他の金融機関及び中小企業支援策との連携

当局との対話

④組織と人材
　の視点

人材の育成を図る。
（新たな成長に向け
た再投資） 選択（7）支店の業績評価	

選択（8）個人の業績評価	
選択（9）人材育成

自己点検・
	評価

（備考）各種資料より信金中央金庫	地域・中小企業研究所作成
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スコアカードの顧客の視点といえるものであ

る。顧客である地域の中小企業の視点は、地

域金融機関が共通に重視すべきものであり、

中小企業が金融機関を選択するための情報と

して自主的な開示が望まれている。

　③業務プロセスの視点は、選択ベンチマー

クと重なる部分が多い。事業性評価による融

資は、手間やコストがかかるものであり、信

用金庫だけでは対応できない場合もある。そ

のため、コスト削減や取組みの質の向上のた

めに、信用金庫内部の業務改善や専門家など

外部リソースの活用等、業務プロセスの改善

による生産性の向上が不可欠となる。

　④組織と人材の視点は、中長期での対応が

必要となるものである。選択ベンチマークで

は人材育成や業績評価などが該当し、スキル

や動機付けの面で事業性評価の取組みの基礎

となるものである。このため、内部での自己

点検の対象としてより相応しい指標といえ

る。事業性評価や本業支援の取組みを組織的

で継続的なものとするためには、経営理念や

戦略と職員の行動や評価を一致させる必要が

あろう。

おわりに

　本稿では、経営管理のフレームワークであ

るKPIマネジメントやバランス・スコアカー

ドを補助線とし、ベンチマークの捉え方を整

理した。改めて確認すべき点は、ベンチマー

クは監督行政上の目標ではないという点であ

る。貸出金残高などボリュームの拡大が収益

に結びつかない経営環境にあって、ベンチ

マークは、成果を得るためにプロセスにも着

目するためのツール、経営管理の手段として

捉えるべきものである。

　また、2000年代の前半には不良債権問題

からの脱却のためにリレーションシップバン

キングの取組みが要請されていたが、現在の

経営環境は大きく異なっている点も再確認し

ておきたい。今後の人口減少スピードの加速

や地域経済の縮小に備えるには、事業性評価

による顧客との共通価値の創造が持続可能な

ビジネスモデルの有力な選択肢となる。つま

り、金融行政が転換したために新たな負荷と

してベンチマーク対応が必要となったのでは

なく、将来の経営環境を見据えると、ベンチ

マークによるプロセス管理すなわちKPIマネ

ジメントの重要性が高まっているのである。

　さらに、ベンチマークについては対外的な

開示項目が注目されることが多い。しかし、

ベンチマークの活用によって、信用金庫の職

員は日々の業務がどのように経営目標に影響

するのかを意識でき、逆に経営陣は目標達成

への道のりを管理できる。つまり、ベンチ

マークを信用金庫内部の業務運営やプロセス

評価に活かすことで、経営戦略の方向性の明

確化や共有も期待できるのである。

　今後も地域銀行や信用金庫の開示状況が次

第に明らかになると考えられるが、各信用金

庫においては、ベンチマークはあくまでも道

具に過ぎないことを忘れずに、それに振り回

されることなく、主体的に使いこなしていく

ことが肝要といえる。　
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・大工舎宏、井田智絵　『KPIで必ず成果を出す目標達成の技術』（2015年12月）

・藤井智比左　『図解入門ビジネス　最新バランス・スコアカードがよ〜くわかる本〔第2版〕』（2015年8月）
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地域・中小企業関連経済金融日誌（2017年3月）

2日 ● 中小企業庁、「平成27年度地域商業自立促進事業モデル事例集～全国商店街の挑戦～」
を公表

資料1

3日 ○ 中小企業庁、平成28年度熊本地震復旧等予備費予算「中小企業等グループ施設等
復旧整備補助事業」の交付決定（熊本第一信用金庫、熊本信用金庫がそれぞれ代
表者であるグループを含む熊本県の123グループ、大分県の10グループに対して。
うち熊本県の100グループ、大分県の7グループは、これまでに一部の構成員が交
付決定を受けている。）

○ 日本銀行、2017年1月27日に松山で「再チャレンジ支援（事業再生・廃業支援）
に関する地域ワークショップ（第3回）」を開催したことを紹介（愛媛信用金庫 地
域事業振興部 部長 松本 浩一氏のプレゼンテーション資料を掲載）

6日 ● 経済産業省、「地域団体商標事例集2017」の作成について公表 資料2

7日 ● 中小企業庁、「消費税軽減税率対策に関するパンフレット」を公表 資料3

8日 ○ 経済産業省、「クレジット取引セキュリティ対策協議会」（事務局：（一社）日本ク
レジット協会）が2020年に向けて国際水準のクレジットカード取引のセキュリ
ティ環境を整備するため、クレジットカード会社や加盟店をはじめとする各主体
が講ずべき措置を取りまとめた「実行計画」（2016年2月）を改訂し、「実行計画
2017」として策定したことを公表

14日 ● 中小企業庁、激甚災害に伴う被災中小企業・小規模事業者支援策の延長を公表 資料4

○ 中小企業庁、熊本地震に関するセーフティネット保証4号の指定期間を2017年6月
14日まで延長

17日 ● 経済産業省、中小企業の地球温暖化対策の実態をはじめて調査し、集計結果をと
りまとめて公表

資料5

○ 金融庁、経営強化計画等の履行状況（平成28年9月期）について公表（宮古、気仙
沼、石巻、あぶくまの4信用金庫と信金中央金庫に言及）

○ 経済産業省、「企業における営業秘密管理に関する実態調査」を実施、公表

21日 ○ 国土交通省、平成29年地価公示について公表

22日 ○ 総務省、「公営企業の経営のあり方に関する研究会　報告書」を公表

23日 ● 中小企業庁、「はばたく中小企業・小規模事業者300社」および「はばたく商店街
30選」を選定

資料6

24日 ○ 信用金庫法施行令等の一部を改正する政令（信用金庫、信用協同組合および労働
金庫において、国立大学法人および大学共同利用機関法人を員外貸付の対象先と
して追加）を公布・施行

○ 東北財務局および関東財務局、高病原性鳥インフルエンザ疑似患畜の確認を踏ま
えた金融上の対応について（宮城県および千葉県）要請
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（資料 1）

中小企業庁、「平成 27 年度地域商業自立促進事業モデル事例集～全国商店街の挑戦～」を公表（3

月2日）

　中小企業庁では平成 27 年度予算「地域商業自立促進事業」において、商店街の中長期的発展

および商店街の自立化を促進することを目的に、商店街が単独で、またはまちづくり会社等の民間企業

や特定非営利活動法人等と連携して行う「地域資源活用」「外国人対応」「少子・高齢化対応」「創

業支援」「地域交流」の分野に係る取組みを支援した。本事例集は、平成 27 年度地域商業自立促

進事業（自立促進支援事業）を活用した事例について、事業実施の背景や事業の成果等を掲載して

いる。

○ 経済産業省、2017年4月1日より各経済産業局および沖縄総合事務局の「特許室」
を「知的財産室」に名称変更すると公表

27日 ○ 中小企業庁、事業承継に関するパンフレット「会社を未来につなげる－10年先の
会社を考えよう－」（事業の見える化・磨上げに向けた具体的な取組みや、事業承
継の進め方について紹介）を公表

○ 経済産業省、消費税の転嫁状況に関する月次モニタリング調査（2月調査）の調査
結果を公表

28日 ● 日本銀行、2017 年度の考査の実施方針等について公表 資料7

● 中小企業庁、第147回中小企業景況調査（2017年1-3月期）の結果を公表 資料8

○ 中小企業庁、東日本大震災に係る中小企業・小規模事業者向けの資金繰り支援策
（「東日本大震災復興緊急保証」および「東日本大震災復興特別貸付」）の期限を延
長（2018年３月31日まで）

30日 ● 金融庁、「顧客本位の業務運営に関する原則」を確定 資料9

● 内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局、地域経済分析システム（RESAS）
の利便性向上のための改修について公表

資料10

○ 金融庁、貸金業関係資料集を更新

○ 総務省、過疎地域等における集落対策のあり方についての提言を公表

31日 ● 中小企業庁、平成28年中小企業実態基本調査(平成27年度決算実績)速報を公表 資料11

○ 金融庁、「個人情報の保護に関する法律」等の改正（2017年5月30日施行）を踏ま
え、「主要行等向けの総合的な監督指針」等（「中小・地域金融機関向けの総合的
な監督指針」を含む。）および「金融検査マニュアル」等を一部改正（2017年5月
30日より適用）

○ 金融庁、「金融機関における個人情報保護に関するQ&A」を改正（2017年5月30日
より適用）

○ 中小企業庁、原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」の取扱期間の延長
について公表

　※ 「地域・中小企業関連経済金融日誌」は、官公庁等の公表資料等をもとに、地域金融や中小企業金融に関連が深い項目につい
て、当研究所が取りまとめたものである。「●」表示の項目については、解説資料を掲載している。
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（http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2017/170302jireisyu.htm 参照）

（資料 2）

経済産業省、「地域団体商標事例集 2017」の作成について公表（3月6日）

　特許庁は、地域ブランドの保護・振興を目的に導入した「地域団体商標制度」の一層の普及と活

用を促進するため、本制度の解説や具体的な活用事例等および 2016 年 12 月末までに登録された

598 件を掲載した「地域団体商標事例集 2017」を作成した。

　本冊子では、世界的にも有名な兵庫県の「神戸ビーフ」などの 13 事例について、地域団体商標

をどのように取得し活用したのか、また、それによる効果について、具体的に紹介している。また、商

工会の初の登録である栃木県の「氏家うどん」、商工会議所の初の登録である大分県の「中津からあ

げ」など、最新登録 11 件の「商品・サービスの特徴」を含めた、地域団体商標 598 件の紹介を掲

載している。さらに、地域団体商標に関する特許庁の支援策、地域団体商標権の存続期間更新のお

知らせ等も紹介している。

（http://www.meti.go.jp/press/2016/03/20170306001/20170306001.html 参照）

（資料 3）

中小企業庁、「消費税軽減税率対策に関するパンフレット」を公表（3月7日）

　消費税軽減税率制度は、2019 年 10 月 1日から実施される。中小企業庁は、 中小企業・小規模事

業者が軽減税率実施への対応を円滑に進めるために、制度の概要、必要となる対応、対応に向けた

支援策（補助金等）を解説した以下の 2 種類のパンフレットを公表した。

　①  「今日から始める消費税軽減税率対策」

　　消費税軽減税率制度の概要や「軽減税率対策補助金」のポイントを説明

　②「消費税軽減税率まるわかりBOOK」

　　 消費税軽減税率制度に対応するための「軽減税率対策補助金」の対象や申請の流れ・様式な

どの詳細を説明

（http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2017/170307zeiseikaisei.htm 参照）

（資料 4）

中小企業庁、激甚災害に伴う被災中小企業・小規模事業者支援策の延長を公表（3月14日）

1．東日本大震災にかかわる措置
　●中小企業信用保険法の特例（災害関係保証）について、適用期限を2018 年 3 月 31日まで延長

2．2016 年 8 月 16日から9 月 1日までの間の暴風雨および豪雨による災害にかかわる措置（激甚災

害指定を受けた北海道空知郡南富良野町ならびに岩手県宮古市、久慈市および下閉伊郡岩泉町に

おける措置）
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　　● 中小企業信用保険法の特例（災害関係保証）について、適用期限を 2018 年 3 月 22日まで

延長

　　● 政府系金融機関の災害復旧貸付の金利引下げについて、適用期限を 2018 年 3 月 22日まで

延長

（http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/2017/170314saigai.htm 参照）

（資料 5）

経済産業省、中小企業の地球温暖化対策の実態をはじめて調査し、集計結果をとりまとめて公表（3

月17日）

　経済産業省は、日本商工会議所と連携して、各地商工会議所を通じて全国の会員企業を対象にア

ンケート調査を実施し、現状の取組状況や課題等を整理した。

　中小企業の実態や意識を調査した結果、以下の点が明らかとなった。

　　● 地球温暖化問題に関心があり、対策に取り組む意欲があっても、費用捻出が難しく、専門人材

の不足や具体的な取組内容への理解の不足等により、地球温暖化対策に取り組めていない点

　　● 「コスト削減」を動機に、地球温暖化対策を取り組む企業が多い一方で、一部の企業では、

省エネ技術の開発・製品販売や再生可能エネルギー事業への参画等、新たな環境ビジネスを積

極的に展開している点

　中小企業の取組みの中で、特徴的な取組みとして以下の事例があった。

　　● 廃熱を利用した融雪施設の導入等、地域の実情に応じた未利用エネルギーの有効活用

　　● 業界団体のプロジェクトに参画し、業界全体で燃費改善や CO2 排出削減に取り組む等、業種

の特徴を生かした活動

　　● グループ関連企業を対象とした表彰制度や、社員に対する研修会の実施

（http://www.meti.go.jp/press/2016/03/20170317002/20170317002.html 参照）

（資料 6）

　中小企業庁、「はばたく中小企業・小規模事業者 300 社」および「はばたく商店街 30 選」を選定（3

月23日）

　我が国の事業者の 99％を占める中小企業・小規模事業者は、地域経済と雇用を支えていることに加

え、我が国の国際競争力と経済活力の源泉である。また、地域の暮らしを支える生活基盤である商店

街は、地域の魅力を発信し、地域の活力を向上させる要の存在である。

　しかし、少子高齢化による人口減やグローバル化の進展など、我が国の経済・社会を取り巻く構造

的な変化によって、中小企業・小規模事業者は、さらなる稼ぐ力を強化するための生産性向上や国内

外の需要の取込み、人手不足や担い手確保といった課題に対応していくことが求められている。

　こうした課題に対応すべく、2017 年版は「生産性向上」「需要獲得」「担い手確保」の各分野で
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の優れた取組みを行う事業者を「はばたく中小企業・小規模事業者 300 社」として、「インバウンド」「地

域課題対応」「若手・女性」「生産性向上」の 4 つの分野で効果的な取組みを行う商店街を「はば

たく商店街 30 選」として選定した。

（http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2017/170323monozukuri.htm 参照）

（資料 7）

日本銀行、2017	年度の考査の実施方針等について公表（3月28日）

　日本銀行は、2017 年度の考査の実施方針等について公表した。内容構成は以下の通り。

（http://www.boj.or.jp/finsys/exam_monit/exampolicy/kpolicy17.pdf 参照）

（資料 8）

中小企業庁、第 147 回中小企業景況調査（2017 年 1-3月期）の結果を公表（3月28日）

　中小企業庁は、第 147 回中小企業景況調査（2017 年 1-3 月期）の結果を公表した。2017 年

1-3 月期の全産業の業況判断 D.I. は、前期（2016 年 10-12 月期）比で 1.7 ポイント上昇の△ 17.0と

なり、2 期ぶりに上昇した。産業別にみると製造業 D.I. は、同 2.5 ポイント上昇の△ 13.0となり、非製

造業 D.I. は、同 1.2 ポイント上昇の△ 18.4となっている。

（http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/keikyo/index.htm 参照）

（資料 9）

金融庁、「顧客本位の業務運営に関する原則」を確定（3月30日）

1．はじめに

2．2016 年度の考査の実施状況等

（1）考査の実施状況

（2）考査でみられた課題

3．2017 年度の考査の実施方針

（1）基本的な考え方

（2）考査を実施する上での重点事項

	　イ．収益力

　　持続性の高い利益の確保

　	ロ．ガバナンス

　　財務基盤とリスクのバランスを踏まえた経営管理

　　ガバナンスの有効性確保

　　海外G-SIFIs の在日拠点のガバナンス体制の確認

　　内部監査を通じた自律的なリスク管理の充実

　　経営管理・リスク管理に必要な情報把握体制の整備

	　ハ．信用リスク管理

　　適切な審査・管理と融資戦略に見合った体制の整備

　　企業の活力向上支援

　　大口・集中リスクの管理強化

　　海外関連与信の管理強化

　	ニ．市場リスク管理

　　経営陣の市場リスク管理への適切な関与

　　運用戦略・手法に見合ったリスク管理の実践

　	ホ．流動性リスク管理

　　リスクプロファイルを踏まえた管理体制の整備

　　グローバルな流動性リスク管理の実効性確保

　	ヘ．オペレーショナルリスク管理

　　自律的なリスク管理サイクルの実効性確保

　　システムリスク管理体制の整備・強化

　　サイバーセキュリティ管理体制の整備・強化

　　業務継続体制の強化と実効性の向上

（3）考査運営面の対応

　	イ．効率的かつ効果的な運営

　	ロ．金融機関の事務負担や納得性を踏まえた運営等
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　金融庁は、「顧客本意の業務運営に関する原則」を確定した。原則の内容は以下の通り。

（備考）原則 1、2、3、5、6 に付された注記は省略

（http://www.fsa.go.jp/news/28/20170330-1.html 参照）

（資料 10）

内閣官房	まち・ひと・しごと創生本部事務局、地域経済分析システム（RESAS）の利便性向上の

ための改修について公表（3月30日）

　内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局は、RESAS の利便性向上のための改修を以下の通り

実施した（運用開始日：2017 年 3 月 30日）。

Ⅰ．Internet Explorer11 への対応

　従来、RESAS の利用が可能なインターネットブラウザは Google Chrome のみであったが、IE11 でも

【顧客本位の業務運営に関する方針の策定・公表等】
原則 1．金融事業者は、顧客本位の業務運営を実現するための明確な方針を策定・公表するとともに、当該方針に係
る取組状況を定期的に公表すべきである。当該方針は、より良い業務運営を実現するため、定期的に見直されるべきで
ある。

【顧客の最善の利益の追求】
原則 2．金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客に対して誠実・公正に業務を行い、顧客の最善の利
益を図るべきである。金融事業者は、こうした業務運営が企業文化として定着するよう努めるべきである。

【利益相反の適切な管理】
原則 3．金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性について正確に把握し、利益相反の可能性がある場
合には、当該利益相反を適切に管理すべきである。金融事業者は、そのための具体的な対応方針をあらかじめ策定すべ
きである。

【手数料等の明確化】
原則 4．金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料その他の費用の詳細を、当該手数料等がどのようなサー
ビスの対価に関するものかを含め、顧客が理解できるよう情報提供すべきである。

【重要な情報の分かりやすい提供】
原則 5．金融事業者は、顧客との情報の非対称性があることを踏まえ、上記原則 4 に示された事項のほか、金融商品・サー
ビスの販売・推奨等に係る重要な情報を顧客が理解できるよう分かりやすく提供すべきである。

【顧客にふさわしいサービスの提供】
原則 6．金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識および取引目的・ニーズを把握し、当該顧客にふさわしい
金融商品・サービスの組成、販売・推奨等を行うべきである。

【従業員に対する適切な動機づけの枠組み等】
原則 7．金融事業者は、顧客の最善の利益を追求するための行動、顧客の公正な取扱い、利益相反の適切な管理等
を促進するように設計された報酬・業績評価体系、従業員研修その他の適切な動機づけの枠組みや適切なガバナンス体
制を整備すべきである。
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利用を可能とする改修を行い、RESAS が提供している全 81 マップのうち、IE11 では表示困難な一

部のマップを除く、72 マップについて対応を完了した。残る9 マップについては、継続して対応を行う

予定である。

Ⅱ．情報提供等の機能の追加

　RESASの画面上から、RESASに関する新着情報や関連情報等を参照可能とする機能を追加した。

また、利用頻度の高いマップや、画面上で選択した市区町村等の地域の設定を保存するなど、利用

者が個別にカスタマイズできるダッシュボード機能を追加した。

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/resas/pdf/h29-03-30-new_function.pdf 参照）

（資料 11）

中小企業庁、平成 28 年中小企業実態基本調査（平成 27 年度決算実績）速報を公表（3月31日）

（速報のポイント）

　　●売上高は 485 兆円（前年度比 1.6％減）、経常利益は 18 兆 5,730 億円（同 0.5％減）

　　●売上高経常利益率（法人企業）は 3.18％（同 0.04 ポイント上昇）

　　●海外に子会社、関連会社または事業所を有する法人企業の割合は 0.9％（同 0.0 ポイント低下）

　　●新製品または新技術の研究開発を行った法人企業の割合は 2.3％（同 0.1 ポイント低下）

　　● 特許権・実用新案権・意匠権・商標権を所有している法人企業の割合は 5.4％（同 0.2 ポイント

上昇）

（http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/kihon/170331chousa.htm 参照）
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信金中金だより 

信金中央金庫　地域・中小企業研究所活動記録（3月）

1．レポート等の発行
発行日 レポート分類 通巻 タ　　イ　　ト　　ル 執	筆	者

17.3.3 内外金利・為替見通し 28-12 消費者物価は上昇に転じつつあるが、当面は現行の緩和策
を維持

角田　匠	
奥津智彦

17.3.3 金融調査情報 28-29 「ベンチマーク」の捉え方 井上有弘

17.3.6 金融調査情報 28-30 急速に脚光浴びる「フィンテック」⑧	
－生体認証技術の高度化への挑戦－

藁品和寿

17.3.8 金融調査情報 28-31 信用金庫の手数料収入の獲得について 刀禰和之

17.3.9 金融調査情報 28-32 急速に脚光浴びる「フィンテック」⑨	
－住宅ローン相談ニーズに応えるフィンテックサービス－

藁品和寿

17.3.9 ニュース＆トピックス 28-89 原油相場は50～60ドルの推移に 黒岩達也

17.3.17 ニュース＆トピックス 28-90 信用金庫の地区別貸出金動向	
－貸出金が預金積金を伸び率で上回る地区が増加－

間下　聡

17.3.21 内外経済・金融動向 28-7 日本経済の中期展望	
－17～21年度の年平均成長率は名目1.5％、実質0.8％と予測－

角田　匠

17.3.23 金融調査情報 28-33 信用金庫における今後の本店・本部のあり方について 刀禰和之

17.3.23 金融調査情報 28-34 信用金庫のSNSを活用した情報配信策について 刀禰和之

17.3.29 産業企業情報 28-14 到来するIoT社会と中小企業⑤	
－ ｢AI（人工知能）×IoT｣ で生み出される新たな付加価
値とは－

雨宮裕樹	
藁品和寿

17.3.29 内外経済・金融動向 28-8 地域別にみた経済動向	
－主要な需要項目別に地域間で経済状況を比較－

峯岸直輝

17.3.30 産業企業情報 28-15 中小建設業の動向と今後の展望	
－ ｢全国中小企業景気動向調査より｣ －

森本龍雄

2．講座・講演・放送等の実施
実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講師等

17.3.7 講演 事業性評価の概要および分析
手法

事業性評価研修 昭和信用金庫 井上有弘

17.3.10 講演 中小企業の事業承継を考える まつしんビジネスサポートクラブ 二本松信用金庫 鉢嶺　実

17.3.15 講演 2017年の展望 北おおさか信用金庫　顧客向け
講演会

北おおさか信用金庫	
豊中商工会議所

角田　匠
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実施日 種類 タ　　イ　　ト　　ル 講座・講演会・番組名称 主催 講師等

17.3.16 講演 環境変化に挑む全国の中小
企業の経営事例について

鹿信ハッピー会連合会会長会 鹿児島信用金庫 鉢嶺　実

17.3.17 講演 「老舗」の経営が示唆するも
のはなにか

アイオービジネススクール　第5
回セミナー

アイオー信用金庫 鉢嶺　実

17.3.22 講演 内外経済の現状と今後の展望 若手経営塾 三条信用金庫 角田　匠

17.3.22 講演 「フィンテック」の動向につ
いて

経営者研修会 北陸地区信用金庫協会 松崎英一

17.3.22 講演 中心市街地活性化について 商店街関係者向け講演会 富士宮信用金庫 松崎祐介

17.3.23 講演 今後の日本経済について しののめしんきん伊勢崎会　経
済講演会

しののめ信用金庫 角田　匠

17.3.30 講演 他被災地における金融機関等
の復興支援の取組み紹介およ
び意見交換

糸魚川市復興フォーラム 糸魚川市、関東財務局 大野英明

3．原稿掲載

発行日 タ　　イ　　ト　　ル 掲載紙 発　行 執筆者

17.3.1 店舗内店舗　効率化と顧客対応の留意点 月刊金融ジャーナル3
月号

金融ジャーナル社 刀禰和之

17.3.21 消費者物価の先行きと日銀の金融政策との
関係性

バンクビジネス4月1日号 ㈱近代セールス社 奥津智彦

17.3.30 地域経済・社会と地域金融機関の役割 地域社会の創生と生活
経済学会

ミネルヴァ書房 松崎英一

17.3.31 業況堅調な小規模事業者の研究 中小企業支援研究(vol.4) 千葉商科大学経済研究所　
中小企業研究・支援機構

鉢嶺　実
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１．(1)    信用金庫の店舗数、合併等

信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移
（単位：店、人）

店　　　舗　　　数 常　勤　役　職　員　数

年 月 末 本  店 職　　　員
(信用金庫数) 男　子 女　子 計

会　員　数
支  店 出張所 合  計 常勤役員 合　計

1．信用金庫統計
（1）信用金庫の店舗数、合併等
（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
（3）信用金庫の預金者別預金
（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
（5）信用金庫の貸出先別貸出金
（6）信用金庫の余裕資金運用状況

2．金融機関業態別統計

     （1）業態別預貯金等
      （2）業態別貸出金

統 計

（凡　例）
1．金額は、単位未満切捨てとした。
2．比率は、原則として小数点以下第1位までとし第2位以下切捨てとした。
3．記号・符号表示は次のとおり。
　　〔 0 〕ゼロまたは単位未満の計数	 〔—〕該当計数なし	 〔△〕減少または負
　　〔…〕不詳または算出不能	 〔＊〕1,000%以上の増加率	 〔ｐ〕速報数字
　　〔ｒ〕訂正数字	 〔ｂ〕ｂ印までの数字と次期以降との数字は不連続
4．地区別統計における地区のうち、関東には山梨、長野、新潟を含む。東海は静岡、愛知、岐阜、三重の

4県、九州北部は福岡、佐賀、長崎の3県、南九州は熊本、大分、宮崎、鹿児島の4県である。
※　信金中金	地域・中小企業研究所のホームページ（http://www.scbri.jp/）よりExcel形式の統計資料をダウンロードすることができます。

統計資料の照会先：
信金中央金庫 地域・中小企業研究所
Tel 03‒5202‒7671　Fax 03‒3278‒7048

信用金庫の合併等
年　月　日 異　　　動　　　金　　　庫　　　名 新金庫名 金庫数 異動の種類

2009年10月13日 西中国 岩国 （下関市職員信組） 西中国 合併
2009年11月9日 八戸 あおもり 下北 青い森 合併
2009年11月24日 北見 紋別 北見 合併
2010年1月12日 山口 萩 萩山口 合併
2010年2月15日 杵島 西九州 九州ひぜん 合併
2011年2月14日 富山 上市 富山 合併
2012年11月26日 東山口 防府 東山口 合併
2013年11月5日 大阪市 大阪東 大福 大阪シティ 合併
2014年1月6日 三浦藤沢 かながわ 名称変更
2014年2月24日 十三 摂津水都 北おおさか 合併

2016年1月12日 大垣 西濃 大垣西濃 合併

2016年2月15日 福井 武生 福井 合併

2017年1月23日 江差　　　　函館 道南うみ街 合併

1．（1）信用金庫の店舗数、合併等
信用金庫の店舗数、会員数、常勤役職員数の推移

信用金庫の合併等
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１．(2)  信用金庫の預金種類別預金・地区別預金

預金種類別預金 (単位:億円、％)

要求払 定期性  外貨預金等
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 2.5
△ 11.3

△ 25.3

△ 13.7

△ 5.4
△ 15.7

△ 14.1
△ 5.4

(備考) １. 預金計には譲渡性預金を含まない。
２. 実質預金は預金計から小切手･手形を差引いたもの

地区別預金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.8

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

全 国 計年 月 末

年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州

年 月 末
預金計  実質預金  譲渡性預金

北海道 東  北 東  京 関  東 北  陸 東  海

1．（2）信用金庫の預金種類別預金・地区別預金
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１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 19.1
△ 30.4
△ 31.6
△ 27.3
△ 14.8
△ 8.7
△ 4.6
△ 1.8

△ 0.0
△ 0.5
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.8
△ 1.2
△ 1.3
△ 1.4

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 6.3

△ 1.0

△ 3.5
△ 6.6

△ 13.0
△ 6.2

△ 14.3

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 8.8 △ 15.6
△ 100.0

･･･ △ 9.9
△ 24.7 △ 1.9
△ 33.3 △ 0.1
△ 30.4 △ 5.1

△ 51.5
△ 16.4 △ 74.6

△ 99.8
△ 4.8 △ 99.9

△ 21.6 △ 99.9
△ 3.4 △ 99.9
△ 4.0 △ 99.9

△ 99.9
△ 1.2 △ 99.9
△ 1.3 △ 99.9

△ 100.0
△ 100.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 19.1
△ 30.4
△ 31.6
△ 27.3
△ 14.8
△ 8.7
△ 4.6
△ 1.8

△ 0.0
△ 0.5
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.8
△ 1.2
△ 1.3
△ 1.4

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 6.3

△ 1.0

△ 3.5
△ 6.6

△ 13.0
△ 6.2

△ 14.3

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 8.8 △ 15.6
△ 100.0

･･･ △ 9.9
△ 24.7 △ 1.9
△ 33.3 △ 0.1
△ 30.4 △ 5.1

△ 51.5
△ 16.4 △ 74.6

△ 99.8
△ 4.8 △ 99.9

△ 21.6 △ 99.9
△ 3.4 △ 99.9
△ 4.0 △ 99.9

△ 99.9
△ 1.2 △ 99.9
△ 1.3 △ 99.9

△ 100.0
△ 100.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

１．(3)  信用金庫の預金者別預金

(単位:億円、％)

預金計   個人預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4
△ 19.1
△ 30.4
△ 31.6
△ 27.3
△ 14.8
△ 8.7
△ 4.6
△ 1.8

△ 0.0
△ 0.5
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.7
△ 0.8
△ 1.2
△ 1.3
△ 1.4

  一般法人預金   公金預金
年 月 末 要求払 定期性  外貨預金等

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 6.3

△ 1.0

△ 3.5
△ 6.6

△ 13.0
△ 6.2

△ 14.3

  金融機関預金 政府関係 譲渡性
要求払 定期性  外貨預金等 預 り 金 預  金

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比
増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 8.8 △ 15.6
△ 100.0

･･･ △ 9.9
△ 24.7 △ 1.9
△ 33.3 △ 0.1
△ 30.4 △ 5.1

△ 51.5
△ 16.4 △ 74.6

△ 99.8
△ 4.8 △ 99.9

△ 21.6 △ 99.9
△ 3.4 △ 99.9
△ 4.0 △ 99.9

△ 99.9
△ 1.2 △ 99.9
△ 1.3 △ 99.9

△ 100.0
△ 100.0

(備考) 　日本銀行｢預金現金貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(2)預金種類別・地区別預金の
　　　　 預金計とは一致しない。

年 月 末

1．（3）信用金庫の預金者別預金
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１．(4)  信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金

科目別貸出金 (単位:億円、％)

手形貸付 証書貸付 当座貸越
前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1 △ 7.5 △ 0.0 △ 4.8 △ 0.8
△ 11.9 △ 2.3
△ 4.8 △ 2.9
△ 6.2 △ 3.4
△ 7.3 △ 3.1
△ 6.6 △ 3.5

△ 17.3 △ 3.7
△ 7.3 △ 4.1

△ 3.2
△ 17.6 △ 3.0
△ 7.6 △ 2.7

△ 2.9
△ 8.9 △ 3.2
△ 8.6 △ 2.8

△ 19.3 △ 2.5
△ 10.3 △ 1.9
△ 10.5 △ 1.2
△ 20.2 △ 1.2
△ 10.3 △ 1.3

地区別貸出金 (単位:億円、％)

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.3 △ 0.9 △ 0.5 △ 0.2 △ 2.9
△ 0.1 △ 1.5

△ 0.5

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.4 △ 2.5 △ 1.2 △ 0.1
△ 1.7

△ 0.2
△ 0.4
△ 1.0
△ 0.2

(備考) 沖縄地区は全国に含めた。

年 月 末

関  東 北  陸 東  海
年 月 末

近  畿 中  国 四  国 九州北部 南九州 全 国 計

貸出金計
割引手形 貸付金

年 月 末

北海道 東  北 東  京

1．（4）信用金庫の科目別貸出金・地区別貸出金
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1．（5）信用金庫の貸出先別貸出金
１．(5)  信用金庫の貸出先別貸出金

(単位:億円、％)

貸出金計 　企業向け計
年 月 末 製造業 建設業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.3 △ 2.4 △ 3.0
△ 0.1 △ 0.9 △ 4.3 △ 3.6

△ 3.6 △ 2.3
△ 1.6 △ 0.3
△ 1.4 △ 0.2
△ 1.4
△ 1.5
△ 1.3 △ 0.1
△ 1.3
△ 1.4
△ 1.4

年 月 末 卸売業 小売業 　不動産業
　個人による貸家業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 1.4 △ 3.6
△ 3.8 △ 3.7
△ 2.4 △ 2.6
△ 1.5 △ 1.1
△ 1.5 △ 1.5
△ 1.4 △ 1.5
△ 1.4 △ 1.8
△ 1.3 △ 1.7
△ 1.4 △ 1.4 △ 0.0
△ 1.2 △ 0.7 △ 0.2
△ 1.1 △ 0.4 △ 0.2

年 月 末 飲食業 宿泊業 　医療・福祉 　物品賃貸業

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 3.8 △ 4.2 △ 2.5
△ 5.3 △ 5.0 △ 3.1
△ 3.6 △ 4.1 △ 1.6
△ 3.1 △ 1.5
△ 2.9 △ 0.9
△ 2.3 △ 0.6
△ 1.7 △ 1.5 △ 0.1
△ 1.3 △ 1.9
△ 0.7 △ 0.9
△ 0.4 △ 0.5

△ 0.3

年 月 末 　住宅ローン

前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比 前年同月比 構成比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

･･･ △ 0.0
･･･
･･･

(備考) １．日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成。このため、「日計表」による(4)科目別・地区別貸出金の貸出金計とは一致しない。

　　　 ２．海外円借款、国内店名義現地貸を企業向け計の内訳として掲載

  地方公共団体 個  人 海外円借款、国内店名義現地貸
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1．（6）信用金庫の余裕資金運用状況１．(6)  信用金庫の余裕資金運用状況

(単位:億円、％)

コール 買 現 先 債券貸借取引 買入金銭 金 銭 の 商    品
現    金 買入手形 ローン 勘　　定 支払保証金 債    権 信    託 有価証券

公社公団債金 融 債 そ の 他

(△3.9)
(△2.2)

(△5.5) (△1.2)
(△4.4) (△0.9)
(△8.6) (△1.4)
(△6.3) (△0.0)
(△9.3) (△0.8)
(△12.9) (△1.7)

(△0.8) (△14.8) (△2.1)
(△11.3) (△1.8)
(△9.5) (△1.7)
(△9.7) (△2.0)
(△8.2) (△2.6)
(△6.2) (△3.0)
(△5.7) (△3.3)
(△4.0) (△3.6)

△ 0.0 (△5.0) (△4.0)

信金中金
その他の 利 用 額 預 貸 率 (Ａ)/預金預 証 率(Ｂ)/預金(Ｂ)/(Ａ)
証    券 （Ｂ）

(備考)1. (   )内は前年同月比増減率
預貸率＝貸出金/預金×100(%)、預証率＝有価証券/預金×100(%)（預金には譲渡性預金を含む。）
余資運用資産計は、現金、預け金、買入手形、コールローン、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、
買入金銭債権、金銭の信託、商品有価証券、有価証券の合計

預 け 金年 月 末
うち信金中金預け金

有価証券年 月 末 国    債 地 方 債短期社債 社    債 株    式

余資運用資産計(A)年 月 末 貸付信託投資信託外国証券
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2．（1）業態別預貯金等２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.4
△ 0.3

―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金

２．(1)  業態別預貯金等

(単位:億円、％)

信用金庫 国内銀行 大手銀行 地方銀行

年 月 末 (債券､信託を含む) (債券､信託を含む) 　うち都市銀行

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

第二地銀 郵便貯金 預貯金等合計

年 月 末
前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.4
△ 0.3

―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

―　 ― ―　 ―
―　 ― ―　 ―

(備考) 1. 日本銀行『金融経済統計月報』、ゆうちょ銀行ホームページ等より作成

大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

国内銀行･大手銀行には、全国内銀行の債券および信託勘定の金銭信託・貸付信託・年金信託・財産形成給付信託を含めた。

郵便貯金は2008年４月より四半期ベースで公表

預貯金等合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の預貯金等の残高の合計により算出

うち預金
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2．（2）業態別貸出金２．(2)  業態別貸出金

(単位:億円、％)

信用金庫 大手銀行 都市銀行 地方銀行 第二地銀 合  計

前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率 増  減  率

△ 0.1

△ 0.6

△ 0.6

△ 0.3

△ 0.4

△ 0.6

△ 0.3

△ 0.6

△ 0.1

(備考) １．日本銀行『金融経済統計月報』等より作成

２．大手銀行は、国内銀行－(地方銀行＋第二地銀)の計数

３．合計は、単位（億円）未満を切り捨てた各業態の貸出金残高の合計により算出

年 月 末
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